
デジタル技術の活⽤による農村地域の活性化に係る
取組事例集〜プロセスに着⽬して〜

令和５年１２⽉
農林⽔産省 農村振興局



◆本事例集の⽬的

政府は、社会情勢が⼤きく変化している中、デジタル技術を活⽤して地⽅創⽣を加速化・深化し、「全国どこで
も誰もが便利で快適に暮らせる社会」を⽬指すため、デジタル⽥園都市国家構想に係る基本⽅針（令和4 年6 ⽉7 ⽇
閣議決定）及び総合戦略（令和4 年12 ⽉23⽇閣議決定）を策定した。
中⼭間地域等においては、豊かな⾃然や魅⼒ある多彩な地域資源・⽂化等を有し、次の時代につなぐ価値ある拠

点としての可能性を秘めているものの、⼈⼝減少・⾼齢化が進⾏しており、集落機能の低下や地域経済の低迷が懸
念されている。
このため、デジタル⽥園都市国家構想を踏まえつつ、中⼭間地域等においてデジタル技術を活⽤し、基幹産業で

ある農林⽔産業の「仕事づくり」を軸として、教育・⽂化、医療・福祉、交通・物流等の様々な分野について、地
域資源を⽣かした地域づくりを進める地域を「『デジ活』中⼭間地域」として登録し、社会課題解決・地域活性化
に取り組むこととしたところである。
今後、「『デジ活』中⼭間地域」の取り組みを進めるため、既にデジタル技術を活⽤して地域活性化を図る全国

８地域について調査分析（令和５年７⽉時点）を⾏い、その取組プロセス及び課題・改善策等を明らかにし、その
成果を活⽤する⼀環として本事例集を作成した。
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◆ページの⾒⽅
各団体の事業について「事業の全体像」「取組前（地域の概要、事業に⾄った経緯等）」「取組内容（太字は特徴

的な点）」に加え、「事例のポイント（デジタル技術の活⽤に係る⼯夫・留意点）」を提⽰。
また、取組の過程（デジタル化の軌跡）を折れ線グラフで紹介。デジタル技術の活⽤による地域活性化に向けた取

組の過程を表している。

取組による効果
（暖⾊）・影響
（寒⾊）等を詳述

取組概要
を説明

デジタル技術の活⽤に係
る⼯夫・留意点について、
担当者の声（取組を通
じた知⾒・経験）を紹介

取組時のエピ
ソード（⼯夫・苦
労したこと等）を
紹介
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◆⽬次（対象地区⼀覧）

北海道
岩⾒沢市
北村地域

北海道
斜⾥町

⼭形県川⻄町
吉島地区

福島県耶⿇郡
⻄会津町

三重県多気郡
多気町勢和地域

兵庫県⾚穂郡
上郡町鞍居地区⼭⼝県⼭⼝市

阿東地域

⾼知県
⽇⾼村
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○平成５年頃から、全国に先駆けてICT活⽤に着⽬し、市を挙げて⾼度ICT基盤を整備。
○上記の地域特性を活かし、農業農村地域における、経済的な持続性の確保や快適な⽣活環境の確⽴に向け、以下３つの課題解
決に資する実証的な検討を実施。
（１）ネットワーク環境の改善（情報通信格差是正）（２）⽣活環境の改善（買い物、移動、健康、安全安⼼等）
（３）経済環境の改善（農業への就業者の減少、所得増加）

取組前

【取組に⾄った背景・課題等】

・平成５年頃から、ICT活用

による「市民生活の質の向

上」と「地域経済の活性

化」をテーマに、ICT基盤を

整備。

・市の基幹産業である農業の

活性化・持続性確保に向け

て、平成24年度から「ス

マート農業」に係る取組を

本格化。

・農業農村地域における、経

済的な持続性の確保や快適

な生活環境の確立に向け、

以下３つの課題解決に資す

る実証的な検討を実施。

＜３つの課題＞

課題１：ネットワーク環境の

改善

課題２：生活環境の改善

課題３：経済環境の改善

取組内容
【活動計画の策定（Ｒ元年度）】
・「岩見沢市スマート定住促進協議会」

を設立。左記の課題解決に資する実証
実験の推進、実験結果を踏まえた具体
的な展開を見据え活動計画を策定。

【⽣活環境の改善（Ｒ元〜３年度）】
・既存のアプリケーションに機能付加し、子育て世代をターゲットとして、

スマートフォンを介した、子ども関連の商品を注文・購入できる仕組み
を検討・実証。

【経済環境の改善（Ｒ元〜３年度）】
・在宅での就業を希望する者を対象に、就業に必要

となる研修会を北村地域でも開催し就業機会の
確保を推進。

【ネットワーク環境の改善（Ｒ元〜２年度）】
・無線基地局を活用したBWA（広域帯移

動無線アクセス）整備を実施。実証エ
リア（北村地域）では令和元年度、全
市的には令和２年度から運用を開始。

効果・成果
【全体の⽅向性】
・多くの取組におい

て改良、あるいは
実装（事業化）が
進展。

・市の予算以外、国
等の補助、連携す
る民間事業者や教
育機関等の研究開
発の枠組みを合わ
せ技で財源を確保。

【経済環境の改善】
・令和４年度以降、

継続実施中。

【⽣活環境の改善】
・令和３年度、既存ア

プリケーションへの
機能実装を開始。

国勢調査人口(R2)79,306人

在宅就業研修の様⼦
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デジタル化の軌跡

平成５年頃

＜スマート農業＞
レベル３の完全自動化に向けて本格
的な実験、検証を実施中。スマート
農業に関連して構築した遠隔監視環
境を、自動運転EV（電気自動車）
バスの運転・運行管理等に応用する
等の展開も検討。

＜地域経済全般＞
地域経済循環を高める取り組みの一
環として電子地域通貨の導入を検討。
産学官の仕組みで検討を進めてきて
いるため、継続して取り組むととも
に、これらの仕組みにマッチした支
援メニューがあれば適宜利用を検討。

＜スマート農業＞
レベル３の完全自動化に向けて本格
的な実験、検証を実施中。スマート
農業に関連して構築した遠隔監視環
境を、自動運転EV（電気自動車）
バスの運転・運行管理等に応用する
等の展開も検討。

＜地域経済全般＞
地域経済循環を高める取り組みの一
環として電子地域通貨の導入を検討。
産学官の仕組みで検討を進めてきて
いるため、継続して取り組むととも
に、これらの仕組みにマッチした支
援メニューがあれば適宜利用を検討。

地域のビジョン（今後の展望）

令和２年 令和３年 令和４年

以降

デジタル技術の活⽤に係る
⼯夫・留意点

【担当者の声（岩見沢市）】
・当市は平成初期からICT活用に積極

的であり、庁内においてICT活用を
含む、デジタル化に係る知見や経験
が蓄積。

・何のためにデジタルを活用するの
か、目標やビジョンの共有を大事に
しており、目標やビジョンから逆算
して取り入れるべきツール等の選定、
調整を行うことを重視。産学官連携
で進めるにあたり、市が掲げる目標
やビジョンに対する共感をいかに生
むかも重要。

ICT活用による

「市民生活の質

の向上」と「地

域経済の活性

化」に着手

出典︓岩⾒沢市提供資料

ネットワー

ク環境整備

（全市）

（事業計画に盛り込ま
れていた）移動サービ
スの実証は費用面の折
り合いがつかず、断念

︵
農
⼭
漁
村
振
興
交
付
⾦
を
活
⽤
し
た
︶
事
業
の
開
始

令和元年

北村地域での

在宅就業研修

等の開始

平成25年

「IT活用による地

域課題解決検討

会」設立（スマー

ト農業の取り組み

が加速）

ICT基盤（自営光ファイ

バ網）整備→教育や医

療・福祉など幅広い分野

での利活用（社会実装）

PHS・携帯電話の普及

移動通信システム第２世代
スマートフォンの普及

移動通信システム第3.5世代 移動通信システム第5世代

買い物サービスに
関する付加機能を
既存アプリに実
装・実証

◆各取組の詳細が気になる方
は次頁をチェック！

活動計画
の策定
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取組前 ◆岩⾒沢市におけるデジタル化の歴史

平成５年頃から、全国の基礎自治体の中でも先駆けて、ICT活用による

「市民生活の質の向上」と「地域経済の活性化」をテーマに、ICT基盤を整

備し、教育や医療・福祉、農業など幅広い分野での利活用を展開。

平成９年度から公設公営による「自営光ファイバ網」の整備に着手。市内

小中学校、医療福祉施設、主要公共施設等延べ129か所が接続（延長距離は

約210㎞）。当時は伝送路設備の整備に係る国等の補助が存在しない時期で、

単独事業で整備。

後述のように、市内の中でも特に農業農村地域におけるブロードバンド基

盤を整備するため、令和２年度より公設民営による「地域BWA網（広域帯

移動無線アクセス）」の運用を開始。農地におけるスマート農業関連機器の

接続、防災活用（道路、水路等監視）の基盤として活用。

市の基幹産業である農業の活性化・持続性確保に向けて、平成24年度から「ス

マート農業」に係る取組を本格化。農家戸数が減っていく反面、経営耕地面積はほ

ぼ変化しないため、一戸当たりの経営面積が大きくなり、一方で農業従事者の高齢

化も年々進み、農業の持続性確保が懸念されていたことが取組の背景。

平成25年1月、生産者自らが実証や普及展開に係る取組を推進することを目的

に「いわみざわ地域ICT（GNSS《GPSを含む衛星測位システムの総称》等）農

業利活用研究会」が設立。

地域農家が協議会のメンバー、市と農協が陪席者として参加し、同研究会での議

論も参考に、同年、市単独事業として「位置情報配信サービス」「農業気象配信

サービス」の社会実装を開始するとともに、地域産業分野や除排雪分野におけるIT

利活用の具体化に向けた産学官連携体制を構築。平成26年以降、各省庁のモデル

事業等を活用し、営農作業全てのスマート化、フードチェーン化、無人トラクター

の遠隔監視等の実証・検証等を展開。

取組内容 上記の課題解決に向けた検討、実証を図るため、「農山漁村振興

交付金 地域活性化対策（スマート定住条件強化型）

＜以下、農山漁村振興交付金＞」を活用。以下、主要な事業のメニューを提示。

①活動計画の策定(令和元年度) ②ネットワーク環境の改善(令和元〜
２年度) ③⽣活環境の改善(令和元〜３年度) ④経済環境の改善(令和
元〜３年度)

左記の地域課題解決に資する、効果的かつ効率的な実証実験の推進、実験結果を

踏まえた具体的な展開を見据え、活動計画を策定。

「IT活用による地域課題解決検討会」（平成25年設立、産学官連携により構成）

を中心に「岩見沢市スマート定住促進協議会（以下、協議会）」を設立。上記一連

の市内におけるICT活用に係る事業等で協力・連携の実績がある事業者等が構成員。

岩見沢市スマート定住促進協議会を中心に、地域内の生産者コミュニティ等の意

向を把握し、「ネットワーク環境」「生活環境」「経済環境」をテーマとする実証

活動に係る活動計画を策定。地域における他分野でのICT活用が進んでいたこともあ

り、円滑な活動計画の策定が実現。なお、活動計画策定時点では移動サービスの実

証も予定していたが、費用面の折り合いがつかず、後に断念。

◆スマート農業の展開

※ は前頁図の番号と対応し、詳細を記載（以下、同様）

◆本事業に⾄った経緯（背景・地域課題）

農業農村地域では経済的な持続性の確保や快適な生活環境の確立に

向け、以下のような課題を抱えていたことから、上記の地域特性（高

度ICT基盤が整備されている）を活かした、新たなサービスなどのア

プローチモデルを実証的に検討。

１）ネットワーク環境の改善（デジタルデバイド）

２）生活環境の改善（買い物、移動、健康、安全安心等）

３）経済環境の改善（農業のへ就業者の減少、所得増加）
◆取組にあたっての合意形成（活動計画の策定、令和元年度）



◆⽣活環境の改善（１）（令和元〜３年度）
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◆ネットワーク環境の改善（令和元〜２年度）
家庭でのインターネット利用に加え、農業をはじめとする屋外作業におけ

るデジタル化を進めるための基盤整備として、無線基地局を活用したBWA整

備を実施。本事業の実証エリア（北村地域）では令和元年度、全市的には令

和２年度から運用を開始。光回線が届いていない地域を地域BWAがカバーす

ることで、全市的にインターネット環境が整備。

【令和元年度】既存のアプリケーションに
機能付加し、子育て世代をターゲットとし
て、スマートフォンを介した、子ども関連
の商品を注文・購入できる仕組みを検討。
具体的には注文した商品を地域内の指定さ
れた拠点（公共施設）等で受け取る方式を
採用。

買い物⽀援の事業構図

将来的には高齢者向けのサービス開発をにらみ、拠点へ受け取りに来る方式を
とることで、運動機会の創出といった健康維持も念頭にあったもの。協議会構成
員、連携団体と岩見沢市が連携。連携団体が窓口となり、アプリケーションのベ
ンダー等と検討、協議を実施。アプリケーション開発の方向性等について、地域
とベンダー間での認識の齟齬は特段生まれず、円滑に開発が進展。

【令和２年度以降】アプリケーションの開発を行うとともに、取扱商品の検討、ア

プリケーションを利用するユーザー向けの子育てに係る情報発信（動画）コンテ

ンツの開発等も実施。令和４年１～２月にかけてアプリケーションの実証を行い、

利用者にアンケート等を実施。

令和３年度、開発したアプリケーションの実装を開始。当初の企画検討段階から

実装を前提とした開発・実証を進めていた連携団体がアプリケーションの運用、

取扱商品の調整等を担い、独自の事業として運営。実証段階と異なり、注文した

商品を直接利用者の指定する場所（自宅等）へ配達する方式に変更。

◆経済環境の改善（令和元〜３年度）

【令和元年度】在宅での就業を希望する方（子育て中の方、障害を持つ方な
ど）を対象に、就業時の作業（※）に係る講習を行う研修会を開催（１
回）。受講者には在宅就業が可能な事業者を紹介し、受講者（個人事業主）
と事業者の間で契約関係を締結する仕組みをとり、受講者７名が契約。な
お、研修会自体は事業者が開催し、業務内容の講習等を実施。

（※）パソコンを使用した単純作業が中心（模試の採点等）。事業者は市が
公募、プロポーザル方式にて複数社による企業連合への委託が決定。
市は、広報紙における研修会の募集掲載などで協力。

【令和２年度以降】毎年事業者を公募してプロポーザル方式で決定し、研修
会を開催。令和２年度は２名、令和３年度は１名がそれぞれ、契約。当初
想定していた受講者イメージとの相違はなく、受講者の中心は主に女性。
令和４年度以降、上記の仕組みを継承し、事業を継続実施。

◆⽣活環境の改善（２）（令和元〜３年度）

取組の全体像（活動計画策定時点）



②斜⾥町スマート定住推進協議会【北海道斜⾥町】

○テレワークを活⽤した⾸都圏との交流⼈⼝・関係⼈⼝の創出・拡⼤を背景に、⾸都圏のIT関連事業者と連携し、ICT活⽤に係る助
⾔や情報提供等を通じた、地域のデジタル化推進に資する体制を構築。

○ICTを活⽤した住⺠⽣活の利便性・安全性の向上（⿃獣害対策・持続可能な地域公共交通確⽴）、多様なビジネス・ライフスタイ
ルの実現等に係る実証を通じて、地域におけるデジタル化推進の機運を醸成、推進の基盤となる、情報通信基盤インフラを整備。

取組前

【取組に⾄った背景・課題等】
・平成27年からテレワークを

活用した首都圏との交流人

口・関係人口の創出・拡大を

展開中。取組を通じて、首都

圏のIT関連事業者等との関係

性が醸成。

・「世界に誇る自然豊かな生活

環境とスマートで多様性ある

ライフスタイルが両立できる

まち」を目指し、以下４つの

課題解決に資する実証的な検

討を実施。

＜４つの課題＞

課題１：鳥獣害対策

課題２：持続可能な地域公共交

通の確立

課題３：遊休施設の活用検討

課題４：情報格差(デジタルディ

バイド)の解消

取組内容

【活動計画の策定（Ｒ元年度）】
・「斜里町スマート定住推進協議会」を設立。

IT関連事業者が参画し、ICT活用に係る助

言や情報を享受。

・アンケート調査による地域課題の抽出、

ICTに関する勉強会を開催し住民理解を醸

成。

【持続可能な地域公共交通の確⽴（Ｒ元年度）】
・自家用車の活用可能性に着目し、ライドシェアサービス

を実験的に導入。ライドシェアサービスを提供した会

社がサービスの実証を行う場所を探していた事情もあ

り、低コストでの実証が実現。

【遊休施設の活⽤検討（Ｒ元年度）】
・遊休施設の新たな活用方法を見出すため、町民向けに２回のリモートレッス

ン（メイクアップ、ドローン講座）を町民が遊休施設に集合する形式で開催。

【⿃獣害対策（Ｒ元〜２年度）】
・従来のセンサーカメラは動くもの全てに反応していたため、ヒグマが出没し

た時にだけ反応するAI（人工知能）を搭載したセンサーカメラを開発、実証。

降雪による視界の急激な変化把握、防犯面での活用等、他分野への応用可能

性を確認。

効果・成果

【⿃獣害対策】
・「デジタル田園都市国

家構想交付金（令和

４年度２次補正）」

に採択され、新たな

鳥獣害対策を展開。

【持続可能な地域公共
交通の確⽴】

・実証実験の成果を踏ま

え、連携団体の株式

会社斜里ハイヤーと

乗合タクシーの仕組

みの導入を検討、実

証中（令和5年9～

11月）。

国勢調査人口(R2)11,418人

【情報格差の解消（Ｒ２〜３年度）】
・上記取組の結果から見えてきた、地域課題の解決に向けた各種ICT機器の活

用可能性を踏まえ、情報通信基盤インフラの整備を推進。

【情報格差の解消】
・令和4年から高齢者ら

を対象に、スマート

フォン教室を本格的に

展開。

9

実証実験の周知資料
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デジタル化の軌跡

平成27年頃

＜取組体制の変化＞
協議会で実施した各実証事業のテーマは、町が主体となって地域団体と協
力のもと継承していく他、町内の光回線が整備されたことに伴い、他の分
野においても積極的なICT利活用の検討を進めていく予定。
＜情報格差解消に向けて＞
ハード面（光回線網）の整備に一定の目途が立ち、現在はソフト面の整備
として、デジタル技術の活用に抵抗がある、あるいは不慣れな方（特に高
齢者）向けに、昨年度から各種説明会やスマートフォン教室開催を本格的
に展開中。

＜取組体制の変化＞
協議会で実施した各実証事業のテーマは、町が主体となって地域団体と協
力のもと継承していく他、町内の光回線が整備されたことに伴い、他の分
野においても積極的なICT利活用の検討を進めていく予定。
＜情報格差解消に向けて＞
ハード面（光回線網）の整備に一定の目途が立ち、現在はソフト面の整備
として、デジタル技術の活用に抵抗がある、あるいは不慣れな方（特に高
齢者）向けに、昨年度から各種説明会やスマートフォン教室開催を本格的
に展開中。

地域のビジョン（今後の展望）

令和２年 令和３年 令和４年

以降

デジタル技術の活⽤に係る⼯夫・留意点
【担当者の声(斜里町企画総務課)】
・協議会へ地域外の事業者（IT関連事業者等）が参画したことで、

斜里町の地域性を踏まえつつ、ICT活用に係る助言や情報提供等が
実現。

⇒課題に適したデジタル技術（及び開発・提供事業者）とのマッチ
ングに向けて、下記のテレワーク推進による首都圏企業との関係
性づくりのような工夫も重要。

「テレワーク」をキー

ワードに斜里町と首都

圏企業（IT関連事業者

等）の連携開始

AI搭載のセン

サーカメラを

開発・実証

令和元年

北見市と共同で、

総務省「ふるさと

テレワーク推進の

ための地域実証事

業」に採択

スマートフォンの普及

移動通信システム第3.5世代 移動通信システム第5世代

デジタルを活用し
た鳥獣害対策、公
共交通に係る取組
が進化中

◆各取組の詳細が気になる方は次頁をチェック！

【効果的な活動計画策定（体

制構築）】斜里町と首都圏企

業2社は「ICTを活用した地域

活性化に関する連携協定」を

締結

斜里町との縁が生

まれた首都圏企業

による、地域の課

題解決等に向けた

取組開始

平成30年

AIセンサー
カメラ

【工夫点】既存事業者への配慮

・既存の交通事業者(バス、ハイヤー)

へ配慮した仕組みの構築に留意。

例：バス運行時間帯は実証の対象外

コロナ禍で遊休
施設でのリモー
トレッスン開催
を断念

ほぼ全域で光回線利用

が可能（情報通信基盤

インフラ整備）

ライドシェア
サービスの実証

事業以前から獣害（ヒ
グマ）対策としてモー
ションセンサー等を設
置していたがヒグマ以
外も捕捉し、見分ける
手間が発生



◆本事業に⾄った経緯（背景・地域課題）
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取組前

平成27年、総務省「ふるさとテレワーク推進のための地域実証事業」

に北見市との共同事業が採択されたことを契機に、地域と行政が一体と

なり、首都圏との交流人口・関係人口が創出・拡大。テレワークとの親

和性が高い情報通信関連業者（IT事業者）を中心に、首都圏の企業（に

勤めるテレワーカー）と斜里町との関係性が深化。

平成30年、斜里町との縁が生まれた首都圏企業による、斜里町におけ

る地域課題解決等に向けた取組が開始。検討を進める中で、課題解決に

向けたICT活用、活用に向けた地域内の横断的組織の設立の必要性を共

有。

具体的には「世界に誇る自然豊かな生活環境とスマートで多様性ある

ライフスタイルが両立できるまち」を目指し、以下４つの課題解決（鳥

獣害対策/持続可能な地域公共交通の確立/遊休施設の活用検討/情報格差

（デジタルデバイド）の解消）に資する実証的な検討を実施。

取組内容
左記の課題解決に向けた検討、実証を図るため、農山漁村振興交付金を活用。以

下、主要な事業のメニューを提示。

①活動計画の策定（令和元年度）
②⿃獣害対策（令和元〜２年度）
③持続可能な地域公共交通の確⽴（令和元年度）
④遊休施設の活⽤検討（Ｒ元年度）
⑤情報格差の解消（Ｒ２〜３年度）

上記の地域課題解決に資する、効果

的かつ効率的な実証実験の推進、実験

結果を踏まえた具体的な展開を見据え、

「斜里町スマート定住化活動計画」を

策定。本事業を契機として、地域内外

の主体が参画する「斜里町スマート定

住推進協議会（以下、協議会）」を設

置。上記の地域課題に関連する事業を

展開する事業者等へ協議会への参画を

呼び掛け、団体間で地域課題を共有するための場づくりを実施。

また、アンケート調査による地域課題の抽出、ICTに関する勉強会を開催し住

民理解を醸成。連携団体には、テレワークを通じて斜里町との関わりを持つよ

うになった地域外の事業者も含まれ、後述するように、ICT活用に係る助言や情

報提供等を得ることができ、効果的な事業の実施に貢献。協議会は令和３年度

末で解散したが、協議会で実施した各事業のテーマは、町が主体となって各団

体と協力の下、適宜継承。

◆⿃獣害対策（令和元〜２年度）

ヒグマが出没した地域にモーションセンサーやカメラを設置していたが、ヒグマ

以外の動物も映り込む等、ヒグマ識別に人的・時間的に多大なコストが発生。また

本事業実施時点は、ヒグマ出没地域の多くが光回線が未整備、実施にあたりセン

サーやカメラが収集した情報を受発信するために携帯電話回線の利用が前提である

ことを関係者間で共有。

上記の課題を踏まえ、初年度は連携団体である(株)Zooops Japan主体で、ヒグ

マが出没した際に限定して反応するAIを搭載したセンサーカメラを新規に開発。 同

社はITシステムソリューション等を本業とし、斜里町でのテレワーク実施を契機に

地域との関わりが深まり、令和元年度に斜里町とICT等を活用した地域活性化に関

する連携協定を締結。同社と地域が協働し、上記の地域性等に留意した開発を推進。

令和２年度、実証実験としてAI搭載のセンサーカメラを２箇所に設置。AIによる

識別は他分野への応用も可能であるという示唆を確認。また令和５年度、「デジタ

ル田園都市国家構想交付金（令和４年度２次補正）」のデジタル実装タイプ

TYPE１に採択、「斜里町市街地鳥獣侵入防止柵維持管理効率化事業」を展開。

11

◆取組にあたっての合意形成（活動計画の策定、令和元年度）
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◆持続可能な地域公共交通の確⽴（Ｒ元年度）

地域住民に公共交通網の維持へ目を向けてもらうことも意識。自家用車の

活用可能性に着目し、ライドシェアサービスを実験的に導入。連携団体の

Prop Tech plus株式会社を介して、株式会社Azitが提供するモビリティ・

プラットフォーム「CREW」（ライドシェアサービス）を活用し町内にお

ける地域公共交通の課題解決に向けた知見を得るため実証実験を実施（令和

元年11月～12月）。

株式会社Azit側が実証フィールドを探していた事情もあり、低コストでの

実証が実現。一方で、既存の交通事業者（連携団体の株式会社斜里バス、株

式会社斜里ハイヤー）へも配慮した仕組みの構築に留意し、例えばバスが運

行している時間帯はライドシェアを行わない等、配慮。

今年度は実証実験の成果を踏まえ、連携団体の株式会社斜里ハイヤーと連

携。乗合タクシーの仕組みの導入を検討、実証中（本年9～11月）。

◆遊休施設の活⽤検討（Ｒ元年度）

斜里町をweb 会議で繋ぎ、町民向けに２回のリ

モートレッスン（メイクアップ講座、ドローン講

座）を遊休施設へ町民が集合する形式で開催。

参加した町民からの評判もよく、次年度も実施

を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大を受けて実施の見送りを決定。

町内における遊休施設の新たな活用方法を見出すため、町内でレクリエーショ

ンを提供できる事業者等が少ないこともあり、普段体験できないようなメニュー

提供を念頭に、Prop Tech plus株式会社が仲介してリモートレッスンに協力す

る事業者（東京都や徳島県那賀町）を発掘。

リモートレッスンの様⼦

◆情報格差の解消（Ｒ２〜３年度）
【令和２年度】町内におけるデジタルディバイドの解消に向けて、連携団

体である株式会社オーレンスから情報提供を受けながら、整備に向けた予

算措置、事業設計等を検討。

【令和３年度】過去２年間の各種実験成果から見えてきた、地域課題の解

決に向けた各種ICT機器の活用可能性を踏まえ、各種ICT機器利用の前提

となる情報通信基盤インフラの整備を推進。予算額は約5.8億円（総務省

補助事業を活用し、町負担は約3.3億円）、NTT 東日本の協力のもと、

町内の光回線敷設工事を実施。一部地区を除き、町内のほぼ全域で光回線

が整備。

◆その他（⾏政によるデジタル化の推進）
行政のデジタルトランスフォーメーション（例：勤怠管理）が課題に挙がって

おり、トライアル等も実施中。地域住民、事業者からデジタル導入に係る相談を

受け付けるための窓口設置も検討中。

なお、総務省「地域活性化起業人（企業人材派遣制度）」を活用し、適宜助言

等を受けながら、上記の取組に係る検討、試行等を適宜実施。



③NPO法⼈きらりよしじまネットワーク【⼭形県川⻄町（吉島地区）】

○平成19年から吉島地区の全世帯が加⼊する「特定⾮営利活動法⼈きらりよしじまネットワーク」を中⼼に、地域全体の合意形成を図
りながら地域課題の解決に向けて、４つの部会を敷いて住⺠参加の地域づくりを展開。

○総務省「過疎地域等⾃⽴活性化推進交付⾦（以下、交付⾦）」を活⽤し、以下３つの柱から構成される事業（※）を実施。
（１）全町を網羅する買い物難⺠⽀援事業
（２）AI（⼈⼯知能）を活⽤した住⺠同⼠、企業等との連携による⽣活⽀援ツールの開発のための実証実験事業
（３）共助（ワガコト化）のまちづくりと住⺠参加（マルゴト化）のコーディネーター育成事業

（※）ICT活⽤（デジタル化）に特に係る事業は（２）であるため、本事例集では（２）に係る取組を紹介

取組前

【取組に⾄った背景・課題等】

・平成17年から地区計画の策

定に着手、平成19年から計画

を実行。同年９月に吉島地区

全世帯が加入する集落ネット

ワーク「特定非営利活動法人

きらりよしじまネットワーク

（以下、きらりよしじま）」

を設立。

・地域全体の合意形成を図りな

がら地域課題の解決に向けて、

４つの部会制を敷いて住民参

加の地域づくりを展開。

＜課題（本事例集の対象）＞

高齢者の孤立化防止と見守り強

化（平成28年頃からタブレッ

ト端末の活用開始）

取組内容

【AIを活⽤した住⺠同⼠、企業等との連携による⽣活⽀援ツールの開発(Ｒ元年度)】
・高齢者等利用モニター20人を対象にデジタルワークショップ（スマートフォ

ン、SNS、スマートスピーカーの使いこなし等）、アンケート調査等を行い、

Amazonのスマートスピーカー「Echo（エコー）」シリーズで利用できる

Alexaスキルを５つ開発。

効果・成果
【利⽤者の年代に応じた
ICT機器の導⼊】
・スマートスピーカー

を利用していた住民

のうち、80歳を超

すと利用意向が減退

することが判明。

・利用者の手で操作す

ることができないた

め、年齢が上がると

音声で操作するより

も手で操作する機器

（スマートフォン

等）を好む傾向。

【きらりよろずねっとの活⽤】
・災害関連の情報へのア

クセス、オンライン子

育て相談窓口等の利用

が増加傾向。

⽣活⽀援ツールの
開発スキーム

◆AIスピーカーに着目した背景

・本事業以前からICT機器の活用に着目し、タブレッ

ト端末を用いた高齢者の見守り等を推進。利用を

進める中で端末を充電する手間、指で操作しても

端末が反応しない、端末サイズ・重量が持ち運び

に不向き等の課題が判明。

【⽣活⽀援ツール（サービス）に係るコンテンツの⼀元化（Ｒ２・３年度）】
・見守り、買い物支援、健康づくり、防災等、各

テーマに対して個々にアプリやホームページ等

を作っていたが、地域づくりという観点で統合。

多様な端末から生活関連情報をワンストップで

収集できる生活支援プラットフォーム「きらり

よろずねっと」を構築。

「きらりよろずねっと」

国勢調査地区人口(R2)2,231人
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③NPO法⼈きらりよしじまネットワーク【⼭形県川⻄町（吉島地区）】
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デジタル化の軌跡

平成17～19年

＜デジタル技術も活用
した互助機能の強化＞
・令和３年に行ったア
ンケートでは、「今
は取り組んでいない
が、何らかの生活支
援サービスの担い手
となる」ことに関心
がある方は回答者の
35％。互助機能を
発揮できる余地に着
目。

⇒「きらりよろずねっ
と」を活用し、「た
すけ愛きらり」を更
に発展。

＜デジタル技術も活用
した互助機能の強化＞
・令和３年に行ったア
ンケートでは、「今
は取り組んでいない
が、何らかの生活支
援サービスの担い手
となる」ことに関心
がある方は回答者の
35％。互助機能を
発揮できる余地に着
目。

⇒「きらりよろずねっ
と」を活用し、「た
すけ愛きらり」を更
に発展。

地域のビジョン
（今後の展望）

令和２年 令和３年 令和４年

以降

デジタル技術の活⽤に係る⼯夫・留意点
【担当者の声(きらりよしじま事務局長)】

◆高齢者のスマートフォン利用を促す工夫

・スマートフォンの利用に前向きな高齢者に対して、

適切な利用条件や環境を提示することが重要。

・携帯電話事業者が高齢者向けにスマートフォンを販

売する際、動画コンテンツ等を視聴することに適さな

い、機能が制限されている機器や通信プランを提案し

ないように留意が必要。購入に係る相談会を開催し、

高齢者が利用したいコンテンツに対応した機器や通信

プランの提案を図ることを期待。

◆事業者との関係構築に係る工夫

・事業者と利用者（住民）が直接コミュニケーション

を図る場づくりが重要(下記「工夫点」)。

・既存の製品等をそのまま導入するのではなく、どれ

だけ地域の実情に応じた調整ができるかを重視。

地区計画の策定

きらりよしじま

の設立

平成28年頃

タブレット端

末を活用した

高齢者の見守

りを開始

【利便性向上を求める声】

︵
交
付
⾦
を
活
⽤
し
た
︶
事
業
の
開
始

令和元年

・端末レンタル
・端末を利⽤する世帯におけるインター
ネット開通にかかる⼯事（無料）

・代理店契約を結び、地区内における
ケーブルテレビ加⼊促進

◆タブレット端末を活⽤した⾼齢者の⾒守りの体制

ケーブルテレビ
会社

Alexaスキル
の開発

【工夫点】デジタルワークショップ

・地域側はデジタル技術の特徴、活用にあたって

の利点・留意点を理解し、事業者側は「生の住

民の声（ニーズ）」に触れることで、効果的な

技術開発・導入につながる場づくりが重要。

80代以降のスマートス

ピーカー利用意向減

↓

プラットフォーム「き

らりよろずねっと」立

ち上げ

スマートフォンへの移行

【波及効果】

プラットフォームで紹

介する動画に住民が演

者として参加→自己実

現の機会

携帯電話の多機能化

移動通信システム第３世代
スマートフォンの普及

移動通信システム第４世代
移動通信システム第5世代

◆各取組の詳細が気になる方
は次頁をチェック！

「端末を充電するのが手間」

「指で操作しても端末が反応しない」

「持ち運びに不向きなサイズ・重量」

タブレット

端末に代わ

る、利便性

の高い端末

利用を検討



③NPO法⼈きらりよしじまネットワーク【⼭形県川⻄町（吉島地区）】

取組前

平成17年から地区計画（５か年）の策定に着手、平成19年から計画を実

行。同年９月に吉島地区の全世帯が加入する集落ネットワーク「きらりよし

じま」を設立し、地域全体の合意形成を図りながら地域課題（買い物難民の

増加への対応/高齢者の孤立化防止と見守り強化/地域の「困り事」に対応で

きる担い手の確保、育成）の解決に向けて、４つの部会を敷いて住民参加の

地域づくりを展開中。

吉島地区の地区計画に基づき、きらりよしじまの各部会の事業が展開。５

か年計画は住民参加型で策定されており、計画策定を通じて合意を形成。

合意形成の流れは①住民等が参加するワークショップ（年２回）→②事務

局会（①を受けた課題集約・解析）→③理事会（事務局提案の精査）→④総

会（事業化の判断）。

また、町の方針として、国の補助事業等に申請する際には５か年計画に基

づいた事業であることが前提。

令和元年度、上記地域課題解決に向けた取組の展開に向けて、交付金

を活用し、以下３つの柱から構成される事業を企画、下図の実施体制を

構築。

①全町を網羅する買い物難民支援事業

②AIを活用した住民同士、企業等との連携による生活支援ツールの開発

のための実証実験事業

③共助（ワガコト化）のまちづくりと住民参加（マルゴト化）のコー

ディネーター育成事業

◆実施体制（初年度）

⾃治部会(⾃治会⻑会・防犯協会・⾃主防災)

環境衛⽣部会(衛⽣分会・衛⽣⼥性班⻑会)

福祉部会(地区社協・ボラ会・⽼ク)

運営主体（特活）きらりよしじまネットワーク(以下、「きらりよしじま」)

教育部会(⾃治公・センター・専⾨部・SC)

川⻄町役場
まちづくり課
福祉介護課
産業振興課
未来づくり課

⼤学
東北芸⼯⼤
東北公⽂⼤
東北⼤学

地域内団体
町商⼯会等⼭形県・地域づくり⽀援プラットフォーム

⽀援

協⼒

連携

◆吉島地区における地域づくり（取組にあたっての合意形成）

◆本事業に⾄った経緯（背景・地域課題）
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きらりよしじまの組織図（出典︓きらりよしじまＨＰ）

①AIを活⽤した住⺠同⼠、企業等との連携による⽣活⽀援ツールの開発
（令和元年度）
②⽣活⽀援ツール(サービス)に係るコンテンツの⼀元化（令和２・３年度）

取組内容

◆AIを活⽤した住⺠同⼠、企業等との連携による⽣活⽀援ツールの開発（１）
（令和元年度）

【取組概要】高齢者等利用モニター20人を対象にデジタルワークショップ（スマー

トフォン、SNS、スマートスピーカーの使いこなし等）、アンケート調査等を行

い、Amazonのスマートスピーカー「Echo（エコー）」シリーズで利用できる

Alexaスキルを５つ開発。

（スキル１）きらり100歳体操（体操動画配信）
（スキル２）よしじま動画
（スキル３）よしじまトーク（地区内のニュース発信）
（スキル４）よしじま防災ニュース（配信）
（スキル５）「よしじまゴミの日（お知らせ）



◆AIを活⽤した住⺠同⼠、企業等との連携による⽣活⽀援ツールの開発
（４）（令和元年度）

◆AIを活⽤した住⺠同⼠、企業等との連携による⽣活⽀援ツールの開発（３）
（令和元年度）

③NPO法⼈きらりよしじまネットワーク【⼭形県川⻄町（吉島地区）】

【スマートスピーカーに着目した背景】本事業以前（平成28年頃）から、米

沢市のケーブルテレビ会社と連携、ICT機器（タブレット端末）を用いた高

齢者の見守り等を推進。ケーブルテレビ会社が実施していたタブレット端末

のレンタル事業（ケーブルテレビ加入促進の一環としての無償事業）に着目

し、企業による社会貢献活動として、きらりよしじまから連携を打診。両者

にとってメリットがある連携を行うための分担に留意。

上記の取組と並行し、タブレット端末で利用できる機能について、地区内

の高齢者に対するヒアリング調査（約220名）を実施。「高齢者の見守

り」「買い物支援（コンビニエンスストア、地元商店等の商品をタブレット

上で確認してオンラインで注文、きらりよしじまが配達）」「テレビ通話

サービス（Skype）」等の機能を端末に搭載することを決定。きらりよしじ

まから地区内の高齢者（20～30名）にタブレットを貸与。

利用を進める中で、タブレット端末の利便性向上を求める利用者の声を把

握。具体的には、端末を充電する手間、指で操作しても端末が反応しない、

端末サイズ・重量が持ち運びに不向きといったことが課題。
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◆AIを活⽤した住⺠同⼠、企業等との連携による⽣活⽀援ツールの開発
（２）（令和元年度）

前述の課題解決を検討する中、Amazon社のスマートスピーカー「Echo（エ

コー）」シリーズを導入。交付金を活用し、スマートスピーカー20台を購入。利

用者はインターネット通信料のみ自己負担、スマートスピーカーは無償で貸与。年

度単位で利用希望を把握、適宜更新。令和５年現在もスマートスピーカーの利用は

継続しているが、利用者層は変化。

当初スマートスピーカーを利用していた住民のうち、80歳を超すと利用意向が

減退することを確認。一方で、代わりにスマートフォンを利用したいという高齢者

が一定数いることも確認。

背景として、高齢者は加齢とともに身体機能が衰えると、自宅内での行動範囲が

狭くなり、自分の手が届く範囲に生活上必要な機器（テレビのリモコン等）が整っ

ていることを望む傾向が判明。

スマートスピーカーは音声で起動する性質上、リモコンやスマートフォンとは異

なり、利用者の手で操作することができないため、年齢が上がると音声で操作する

よりも手で操作する機器を好む傾向が事業を通じて把握。

【スキル開発にあたっての工夫】きらりよしじまのホームページ管理を担って

いる地区内の事業者、事業者の関連会社２社に委託。開発費用は約500万円。

開発に先立ち、住民の要望・意向を掴むためのデジタルワークショップ

（スマートフォン、SNS、スマートスピーカーの使いこなし等）およびアン

ケート調査を実施。

開発過程に住民が参加することで、必要なスキルが明瞭になるだけでなく、

参加者の中でスマートスピーカーを利用するモチベーションが醸成される効

果を把握。

なお、スマートスピーカーは、当時において先進的製品であったが、テレ

ビコマーシャル等によって周知が進んでいたこともあり、利用者側の認知度

も比較的高く、円滑な導入が実現。

◆⽣活⽀援ツール（サービス）に係るコンテンツの⼀元化（１）(令和２・３年度)

【取組概要】見守り、買い物支援、健康づくり、防災等、個々にアプリやホーム

ページ等を作っていたが、地域づくりという観点で統合。利便性の向上を念頭に、

デジタルコンテンツの一元化に向けた検討、調整を実施。

生活関連情報を一元で収集できる生活支援プラットフォーム「きらりよろず

ねっと」を構築。構築にかかる費用は交付金を活用し、前述のスキル開発を担っ

た事業者がプラットフォーム構築を担当。きらりよろずねっとの開設後、閲覧数

は増加傾向。

昨年発生した豪雨災害の際には災害関連の情報へのアクセスが増え、新たに

設置したオンライン子育て相談窓口の利用が増加。



③NPO法⼈きらりよしじまネットワーク【⼭形県川⻄町（吉島地区）】

●生活支援

・令和３年に行ったアンケートでは、「今は

取り組んでいないが、何らかの生活支援

サービスの担い手となる」ことに関心があ

る方は回答者の35％。互助機能を発揮でき

る余地に着目。

・きらりよしじまが事務局を担い、生活支援

を必要とする住民と支援したい住民らとの

マッチングができる「たすけ愛きらり」を

設置。支援したい住民らが「支援会員」と

してオンラインで登録できるフォームを設

置。
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◆⽣活⽀援ツール（サービス）に係るコンテンツの⼀元化（２）(令和２・３年度)

⽣活⽀援
＜たすけ愛きらりの仕組み＞

【主なコンテンツの特徴】

●学びコンテンツ

・吉島小学校 学校運営協議会ときら

りよしじまネットワークが連携し、

ICTを活用して子どもたちの家庭

での学習、情報ツールの活用、体

験などがわかる学び動画（昔遊び、

地域で栽培されている伝統野菜及

び調理法の紹介等）を作成。

・農家や住民が演者として出演、撮

影・編集の指導を専門業者へ外注。

出演を通じて、自身の趣味や特技、

仕事等を通じて地域に貢献してい

る実感、自己実現の機会が創出。

学びコンテンツ例
＜地域の伝統野菜紹介＞

●大学との連携（健康増進・介護予防）

・大学との協働では、住民の健康意識の醸成と身近な健康情報の提供を目的に、

慶応大学看護医療学部の吉島地区地域包括ケア推進研究会「ちょこ健」が設

置され、学生6人がよろずねっとの、健康のカテゴリーを担当。

・住民の健康づくりワークショップのファシリテーターやアンケート調査の解

析作業などにも学生が参画。

ワークショップの様⼦ 学⽣による健康関連情報の発信例



④⻄会津地域活性化協議会【福島県耶⿇郡⻄会津町】

○⼈⼝の急減、急速な⾼齢化により、労働⼒、経済規模の縮⼩につながるほか、地域における共助機能や活⼒の低下を招き、さらなる
⼈⼝減少を招く恐れ。

○「活気ある、ずっと住み続けたい町」を⽬指し、デジタル技術の活⽤を通じて、⼦どもからお年寄りまで幅広い世代の暮らしに係る利便性
向上等に向け、以下４つの課題解決に資する実証的な検討を実施。

（１）教育⽀援（２）有害⿃獣被害対策（３）⾼齢者⾒守り（４）その他⽀援（農林産物等集荷・買い物⽀援・営農指導）

取組前
【取組に⾄った背景・課題等】
・10年間で人口が2割以上減

少（10代後半から20代前

半の進学・就職等による転

出等）、急速な高齢化の進

展。

・労働力、経済規模の縮小に

つながるほか、地域におけ

る共助機能や活力の低下を

招き、さらなる人口減少を

招く恐れが拡大。

・人口減少・高齢化がもたら

す影響等への対応は喫緊の

課題。具体的には以下４つ

の課題。

＜４つの課題＞

課題１：教育支援

課題２：有害鳥獣被害対策

課題３：高齢者の見守り支援

課題４：その他支援(生業・生

活サービス等に係

る包括的な支援)

取組内容
【活動計画の策定（Ｒ元年度）】
・分野横断的な事業を展開するため、教育委員会、消防団、商工関係団体、民間事業

者（NTTドコモ等）、多様な組織が参画する「西会津地域活性化協議会（以下、

協議会） 」を組成。デジタル技術を活用した、子どもからお年寄りまでの生活支

援を通じた定住条件の強化に係る計画を策定。

効果・成果
【教育現場における先駆
的なオンライン対応】
・感染症拡大による学

校臨時休業時に、タ

ブレットを活用し即

座に家庭学習やオン

ライン学級活動が実

現。

【効率的な営農指導】
・地方創生推進交付金を

活用、スマートフォン

を活用した農林産物管

理の取組に発展中。

国勢調査人口(R2)5,770人
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【教育⽀援（Ｒ元〜３年度）】
・埼玉県戸田市との教育交流連携を基盤として、西会津小学校

を対象に遠隔会議システム環境を整備、戸田市の児童との

コミュニケーションを取り入れた深い学び授業の実証活動

を展開。またタブレット型端末を配布し、家庭学習支援を

実施。

【有害⿃獣被害対策（Ｒ元〜３年度） 】
・捕獲従事者の見回り負担軽減、安全確保等を念頭に、害獣の動

きを感知して撮影する４Ｇトレイルカメラ（４Ｇ回線を通じて

害獣の動きに係るデータを送信）、くくりわな等に取り付け振

動を感知するとメールを発信する振動感知装置を導入・検証。

【⾼齢者の⾒守り⽀援（Ｒ元〜３年度） 】
・認知症高齢者や家族に対する支援体制、見守り体制を強化するため、居場所検索

や追跡検索等が可能なGPS端末による見守りサービスを実証。

【その他⽀援（Ｒ元〜３年度） 】
・奥川地区を対象に農林産物等の集荷支援及びスマートフォンを利用した営農指導

の実証事業を実施。また、スマートフォンやタブレット端末を活用した買い物代

行を実証。

【捕獲従事者の負担軽減
等に貢献】
・あらかじめ有害個体

の捕獲に必要な装備

や人数を整えて現地

に向かうことが可能。

オンライン授業の
様⼦

有害⿃獣が罠にか
かったかを4Gトレイ
ルカメラで確認
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・教育支援では社会情勢に先駆けた環

境整備、有害鳥獣対策では捕獲従事

者の負担軽減等、一定の効果を確認。

・デジタル技術を活用することで、幅

広い世代が暮らしよく、住み続ける

ための可能性が広がりを見せており、

継続的な取り組みの重要性を認識。

・教育支援では社会情勢に先駆けた環

境整備、有害鳥獣対策では捕獲従事

者の負担軽減等、一定の効果を確認。

・デジタル技術を活用することで、幅

広い世代が暮らしよく、住み続ける

ための可能性が広がりを見せており、

継続的な取り組みの重要性を認識。

地域のビジョン
（今後の展望）

令和２年 令和３年 令和４年

以降

デジタル技術の活⽤に係る⼯夫・留意点

【担当者の声(西会津町企画情報課)】

◆高齢者のデジタル機器利用を促す工夫

・町が主催する講習会等を通じて、デジタル機器（スマートフォン）の使いやすさ

を体感し「自分には使いこなせない」という先入観が払しょくされている様子が

うかがえ、スマートフォン等の利用も増加。

・高齢者らに講習会へ参加してもらうための工夫として、「デジタル活用」を前面

に出すのではなく、地域課題を解決することを目的として設定し、解決する手段

の一つとしてデジタル機器の活用に係る操作体験を行う仕立てが重要。

◆多様な主体との連携

・行政と住民をつなぐ、集落支援員、地域包括支援センター、民生委員等との連携

は必須。事業に係る情報や位置付けを、翻訳してくれる役割として中間に立つ方

（組織）をいかに確保するかが重要。

︵
農
⼭
漁
村
振
興
交
付
⾦
を
活
⽤
し
た
︶
事
業
の
開
始

令和元年
スマートフォンの普及

移動通信システム第４世代(4G)
移動通信システム第5世代

◆各取組の詳細が気になる方は次頁をチェック！デジタル化の軌跡

社会情勢を先取り、
オンラインを活用し
た教育支援の展開

４Ｇトレイルカメラの設
置に注力することで、有

害鳥獣対策の効果↑

営農指導に活用する予定
だったタブレット端末の確
保が困難、急遽スマート
フォンで代替

高齢者見守りに係る端
末利用の条件を拡大し、

利用者増

買い物支援は既存事業
者によるサービス利用
が多く、本事業の利用
は停滞

高齢者見守りに
係るサービスを
提供していた事
業者が撤退し、
別事業者が同種
サービスを提供。

営農指導の成果
を踏まえ、ス

マートフォンを
活用した農林産
物管理の取組を

推進

新型コロナウイルス感染症

感染者数の拡大

地域包括支援セン

ター等と連携、心疾

患等体調に不安のあ

る方も対象

⇒利用ニーズの掘り

起こし

【工夫点】当初、振動感知装置も併用した
が、捕獲できたかどうかを確実に捕捉する
ことができないことが実証を通じて判明し、
４Ｇトレイルカメラ設置に注力

多様な主体
が参画する
協議会組成

高齢者見守りに係る端末
利用者確保に苦戦

端末利用に必要な
スマートフォン等
を所持している割

合が低い

⾼齢者⾒守
りに係る取
組を再開。

4Gトレイルカメラ
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取組前 ◆本事業に⾄った経緯（背景・地域課題）

埼玉県戸田市（教育委員会）との教育交流連携による従前の連携体制を基盤と

して、町内の西会津小学校（４～６年生）を対象に、遠隔会議システム環境

（Zoom無料版）を整備して、戸田市の児童とのコミュニケーションを取り入れ

た深い学び授業の実証活動を展開。

併せて、タブレット型端末を配布し、戸田市と連携したドリル教材ソフト等を

使った授業や家庭学習支援を実施。児童の学力向上やICTリテラシー向上におけ

る有用性の検証を実施。タブレット型端末は、本事業以前、試験的に１学年限定

で導入し、残る２学年分をリース契約で導入。

戸田市のICT教育のノウハウを学ぶ一方、西会津町が有する豊かな自然や農業

に係る体験（動画を含む生きた教材）に着目、学習を通じて相互の児童が自分た

ちの暮らしている地域のよさを再認識できる教育プログラムを展開。本事業は、

教職員の授業づくりや児童の学習状況の把握だけでなくICTリテラシー指導力向

上にも貢献。

「GIGAスクール構想」に先駆け、本事業等で児童がタブレット型端末を活用

できる環境を整備でき、新型コロナウイルス感染拡大防止のための学校臨時休業

時、即座に家庭学習やオンライン学級活動の実施が実現。

特別豪雪地帯に指定されている西会津町は、10代後半から20代前半の進学

や就職を目的とした転出等により、平成21年から令和元年にかけて総人口が

22.6％減少する一方、高齢化も進んでおり、65歳以上高齢者のみの世帯割合

は16.8%。

人口減少と少子高齢化の進行は、労働力、経済規模の縮小につながるほか、

地域における共助機能や活力の低下を招き、さらなる人口減少を招く恐れ。既

に担い手不足、耕作放棄地や空き家の増加、サルやイノシシ等の有害鳥獣によ

る被害の深刻化だけでなく、道路や水路の管理体制の弱体化や生活扶助機能の

低下といった、集落の存続に関わる深刻な問題に直面。

上記の問題を踏まえ、具体的には以下４つの課題（教育支援/有害鳥獣被害

対策/高齢者の見守り支援/その他支援（生業・生活サービス等に係る包括的な

支援））解決に資する実証的な検討を実施。なお、実証にあたっては既に整備

した、町内全域をカバーするケーブルテレビ情報通信基盤を活用。

取組内容

①活動計画の策定（令和元年度） ②教育⽀援（令和元〜３年度）
③有害⿃獣被害対策（令和元〜３年度）
④⾼齢者⾒守り（令和元年〜３年度）
⑤その他⽀援（令和元年〜３年度）

上記の地域課題解決に資する、効果的かつ効率的な実証実験の推進、実験結

果を踏まえた具体的な展開を見据え、検討体制を構築。分野横断的な事業を展

開するため、教育委員会、消防団、商工関係団体等、多様な組織が参画する協

議会を組成。デジタル技術を活用した、子どもからお年寄りまでの生活支援を

通じた定住条件の強化に係る計画を策定。

◆取組にあたっての合意形成（活動計画の策定、令和元年度）

協議会の構成

◆教育⽀援（令和元〜３年度）
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左記の課題解決に向けた検討、実証を図るため、農山漁村振興

交付金を活用。以下、主要な事業のメニューを提示。
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◆有害⿃獣被害対策（令和元〜３年度）

令和元年度、西会津町有害鳥獣対策協議会、西会津町猟友会等が連携し、

害獣（イノシシ）の動きを感知して撮影する４Ｇトレイルカメラ、くくりわ

ななどに取り付け振動を感知するとメールを発信する振動感知装置を実証的

に設置。将来的に設置数を増やす場合を見据え、費用対効果を比較すること

を念頭に、４Ｇトレイルカメラと振動感知装置を同時に導入。

町と包括連携協定を結んでいた㈱NTTドコモに相談したところ、株式会社

ハイクの提供する監視サービスの紹介を受け、導入。実証の結果、振動感知

装置は罠が「動いたか」しかわからず、捕獲できたかどうかを確実に捕捉す

ることができないことが判明。

令和２年度以降、４Ｇトレイルカメラを中心に設置台数を増やし、実証を

継続。見回りの負担が軽減する等、罠設置が効率的にできるようになったこ

とにより、設置に積極的な方が増えたと推察。サーバー使用料（30台で12

万円/年）、通信費（３万円/月）を維持経費として計上、町から西会津町有

害鳥獣対策協議会への委託費という形で拠出。財源確保が今後の課題。

◆⾼齢者の⾒守り⽀援（令和元〜３年度）
令和元年度、認知症高齢者や家族に対する支援体制、見守り体制を強化するた

め、居場所検索や追跡検索、エリア見守り、SOS連絡が可能なGPS端末を活用

した見守りサービス（当時はKDDI㈱が提供、令和4年度に同社による提供が終

了）の実証を開始。地区の民生委員と連携して、住民に対してGPS端末の利用の

呼びかけ（年度単位）を実施。

見守る側の家族が、GPS端末利用の前提となるフィーチャーフォン以外の端末

（スマートフォン、タブレット等）を所持していない場合が多かったことから、

利用者の確保が伸び悩み、初年度は２名が利用。端末自体が持ち運びに不向きな

サイズである旨の利用者の声を把握。

令和３年度、地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所のケアマネー

ジャーを通し、心疾患等体調に不安のある方など見守りが必要な方にも事業を紹

介。利用希望のあった５名にGPS端末を貸与。認知症以外で活用している独居高

齢者のケースでは、通院時に公共交通機関が雪で止まってしまった時などの居場

所の把握にも貢献。現在は別の事業者が同種サービスを提供し、町内で問い合わ

せや利用希望の声も聞かれるため、利用希望者（家族）がスマートフォンを保有

した時点で事業を再開。

◆その他⽀援（１）（令和元年〜３年度）

西会津町奥川地区を対象に以下の支援を実施。

（１）農林産物等集荷・買い物支援

令和元年度、実証実験に向けた検討、体制構築を実施。移動販売事業者を

担い手とし、農林産物等集荷（往路）と買い物支援（復路）をあわせること

で、効率的な運送の仕組み構築に留意。

令和２年度、農林産物等集荷及び買い物支援（週１回×２カ月 ×１箇所）

を実験的に実施。なお、集落支援員が電話や訪問を通じて要望を集約、SNS

（LINE）を利用して移動販売事業者へ発注。

令和３年度、農林産物等集荷数については24回（月４回×３ヵ月×２箇

所）と、野菜の集荷支援を利用する農家が多くみられたが、買い物支援につ

いては、既に対象地区内に移動販売を行っている事業者が多く、利用回数は

３件。

買い物支援は、上記の事情を踏まえて廃止。農林産物等集荷は継続してい

るが、買い物支援を実施しなくなったため、シルバー人材センターの活用、

農家の輪番制により担い手を確保。

（２）営農指導

令和２年度、オンラインを活用した営農指導（５件）も実施。また、事前にス

マートフォン利用に係る教室（１回、10名程度参加）を開催。なお、当初はタ

ブレット端末の利用を予定していたが、地震等の災害が発生したことで事業者側

の都合により、タブレット端末のリースが出来なくなったため、スマートフォン

のリースに変更。

令和３年度、スマートフォン利用に係る教室（1回 、10名程度参加）を開催

するとともに、オンラインを活用した営農指導も実施。町の栽培指導専門員と農

家をオンライン（LINE通話）でつなぐことで、栽培指導専門員がすぐに現場に行

けない場合においても、作物の状況の確認や、指導を行うことができたため適正

な営農指導が実現（20件実施）。

本事業を契機に、令和3年度から地方創生推進交付金を活用して、町・県・農

協・生産者が連携し、スマートフォンを活用した農林産物管理の取組が進展。
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◆その他⽀援（２）（令和元年〜３年度）
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○⽴梅⽤⽔⼟地改良区を中⼼に農村コミュニティを形成。⾼齢化が進⾏するとともに⾮農家の割合が増え、地域の新たなコミュニティ創
造が重要なテーマ。

○農村コミュニティを次世代に継承していくため、地域の定住と持続的な農村環境実現に向け、以下２つの課題解決に資する実証的な
検討を実施。

（１）農村企業連携（２）農村福祉事業

取組前
【取組に⾄った背景・課題等】
・立梅用水土地改良区を中心に

農村コミュニティを築き、

水田農業を中心とした地域

産業（６次産業、直売所

等）を振興。

・一方で、高齢化や非農家割合

の増加により、これまでの

土地改良区・農家を中心し

たコミュニティでは地域の

社会問題への対応が困難。

・地域の新たなコミュニティを

創造するとともに、定住強

化を図るための農村福祉、

農村福祉を支えるための収

益事業を立ち上げるための

実証を実施。

＜２つの課題＞

課題１：農村企業連携

課題２：農村福祉事業

取組内容
【活動計画の策定（Ｒ元年度）】
・一般社団法人ふるさと屋（以下、ふるさと屋）が中心となり、地域内で活動してい

る各団体に呼びかけ、勢和はぐくみ協議会を設立。移住者が立ち上げ、地域の魅

力を発掘・磨き上げている団体（合同会社ピリリ、株式会社地域資源バンクNIU）にも

参画を打診。

・農村福祉を支えるための収益事業として、交流・関係人口化することを念頭に、地

域外の企業との連携（農村企業連携）を軸とした事業を構想。

効果・成果
【企業との連携を通じた課
題解決活動の進展】

・企業、地域ともに互

恵的な関係性を構築。

【企業】中山間地域を

実験場として製品の

品質向上や開発に係

る知見↑

【地域】製品やサービ

ス等を利用し、地域

課題解決に向けた知

見↑

国勢調査人口(R2)14,021人
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【農村企業連携（Ｒ元〜３年度） 】

・令和元年度、企業の掘り起こしを兼ねて、協議会構成員

と関係性があった中部・近畿圏の事業者を対象に、ニー

ズ把握のためのモニターツアーを実施。

【農村福祉事業（Ｒ元〜３年度） 】
・「子どもの見守り」「高齢者の見守り」を軸に取

組を実施。GISを活用し、子どもらの登下校の安

全を妨げているサルの出没情報や独居老人の居

住世帯に係る情報を一元化し、見守りに活用。

農村企業連携を通じた獣害
対策（無⼈カメラの設置）
（出典︓ふるさと屋提供)

・豊かな自然を基盤とする農村アクティビティ（農作物の

栽培、自然体験等）を活かす、企業研修プログラムの

構築・誘致を検討。

令和２年度以降、モニターツアー参加企業と具体的な企業連携（ダムインフラツ
アー、獣害対策等）に向けた検討・実証を実施。

【⾒守りに係る情報の活
⽤可能性が拡⼤】
・一元化した見守りに

係る情報は、将来的

に地域住民等が情報

を入力できる、地域

独自の地図としての

活用を検討中。

サルの出没情報を地図にて表⽰（出
典︓ふるさと屋ＨＰ）
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デジタル化の軌跡
＜協議会活動の持続性を高めるた
めの環境整備＞
・協議会の活動が継続的なものに
なるために、若手が副業として
農村企業連携に携われる環境整
備を検討。また、若手のSNSノ
ウハウやネットワークを活かし
た営業連携や関係人口の増加支
援が必要。

・農村型地域運営組織（農村
RMO）の取組も並行して進行。
独居老人の増加や獣害による離
農、荒廃農地の増加等の課題に
対応すべく、これまでの仕組み
で対処できなかった農地の保全、
高齢者サポートの充実など、地
域を活性化させる活動を展開中。

＜協議会活動の持続性を高めるた
めの環境整備＞
・協議会の活動が継続的なものに
なるために、若手が副業として
農村企業連携に携われる環境整
備を検討。また、若手のSNSノ
ウハウやネットワークを活かし
た営業連携や関係人口の増加支
援が必要。

・農村型地域運営組織（農村
RMO）の取組も並行して進行。
独居老人の増加や獣害による離
農、荒廃農地の増加等の課題に
対応すべく、これまでの仕組み
で対処できなかった農地の保全、
高齢者サポートの充実など、地
域を活性化させる活動を展開中。

地域のビジョン（今後の展望）

令和２年 令和３年 令和４年

以降

デジタル技術の活⽤に係る⼯夫・留意点

【担当者の声(ふるさとや)】

◆「家庭」から「個人」を意識した情報発信の必要性

・コロナ禍による対面以外のコミュニケーション方法

として、高齢者もスマートフォンなどのデジタルデバ

イス利用が不可避。

・外部環境の変化により周りが使いはじめると使うよ

うになる。デジタルに対する拒否反応は減少。

・テレビが一家に１台の時代ではないので、スマート

フォンやタブレット、パソコンなど情報伝達のデバイ

スが増えたことを認識して取り組むことが必要。

立梅用水開設

の立役者生家

が地域へ寄贈

平成2７年

︵
農
⼭
漁
村
振
興
交
付
⾦
を
活
⽤
し
た
︶
事
業
の
開
始

令和元年

【工夫点】目的と手段の明確化

・定住強化を図るための農村福祉の充実が重要課

題であり、必要な経費をいかにまかなうかがポ

イント。協議会構成員が従来から展開していた

事業をベースに、農村福祉及び農村福祉を支え

るための収益事業の両立を志向。

モニターツアーを通

じて都市部企業の意

向を把握

スマートフォンの普及

移動通信システム第４世代
移動通信システム第5世代

◆各取組の詳細が気になる方
は次頁をチェック！

土地改良区は非営利組織で

あり、収益事業ができない

ため、生家の維持管理にか

かる費用ねん出が課題

収益事業が可能なふるさと

屋を立ち上げ、生家活用を

通じた維持管理にかかる費

用ねん出を模索

平成2８年

収益性を確保、

地域を守れる組

織作りの進展

都市部企業への

情報発信に係る

媒体選択を模索

ふるさと屋

当初、デジタルサイ

ネージを企業オフィ

スに設置。コロナ禍

でオフィス出勤率↓ 都市部企業との連

携による地域課題

解決に向けた試行

が進展

活動計画の
策定

【工夫点】目的と手段の明確化

・定住強化を図るための農村福祉の充実が重要課

題であり、必要な経費をいかにまかなうかがポ

イント。協議会構成員が従来から展開していた

事業をベースに、農村福祉及び農村福祉を支え

るための収益事業の両立を志向。

都市部企業への情

報発信に係る媒体

を模索
子どもと高齢者

の見守りに係る

情報を統合

農村企業連携の⼀環として
モニターツアーを実施

（出典︓YouTube「せい
わチャンネル」)



⑤勢和はぐくみ協議会【三重県多気郡多気町勢和地域】

取組前 ◆本事業に⾄った経緯（背景・地域課題）

令和元年度、「研修プログラムの検討」「連携する企業の掘り起こし・情報

発信」を中心に検討を実施。

【研修プログラムの検討】協議会構成員がこれまで展開していた農村アクティ

ビティに係わる各種取り組みを整理した上で、プログラムの方向性として地域

資源を体験するとともに地域の各種課題を企業研修のお題として課題解決に向

けたアイデアを検討してもらうことを志向。具体的には「獣害対策」「農の担

い手確保」「農地の荒廃」等、地域課題の研修プログラムを構築。

【連携する企業の掘り起こし・情報発信】元々、協議会構成員と関係性があっ

た中部・近畿圏の事業者に提案したところ、農村地域との接点がある事業者

（食品メーカー、環境関連のコンサルティング企業等）を中心に関心を持って

もらい、モニターツアーを実施（１泊２日、４社参加）。

各種アクティビティを体験してもらった上で、研修プログラムに係る意見を

聴取。なお情報発信については、当初、地域外の企業に「デジタルサイネー

ジ」を設置し、勢和地域に関わる情報発信の実施を検討。

立梅用水土地改良区を中心に農村コミュニティを築き、水田農業を中心と

した地域産業（６次産業、直売所等）を立ち上げてきた。一方で、高齢化が

進行するとともに非農家の割合が増え、これまでの土地改良区・農家を中心

したコミュニティでは地域の社会問題への対応が困難となってきた。

平成27年、江戸時代に立梅用水開設に尽力した西村彦左衛門の生家が地域

へ寄付された。立梅用水土地改良区の賦課金をもとに生家を維持することは

できないため、生家活用を通じて維持管理に係る費用をねん出する仕組み作

り・事業検討が必要となり、平成28年に収益事業が可能なふるさと屋を設立。

上記の背景を踏まえ、地域の新たなコミュニティを創造するとともに、定

住強化を図るための農村福祉、そして農村福祉を支えるための収益事業を両

立するという課題に対応した、実証的な検討を実施。

取組内容

①活動計画の策定（令和元年度）
②農村企業連携（令和元〜３年度）
③農村福祉事業（令和元〜３年度）

ふるさと屋が事務局となり、地域内で活動している各団体のメンバーに呼びか

けを行い、協議会を設立。担い手の拡大を念頭に、移住者が立ち上げた団体（合

同会社ピリリ、株式会社地域資源バンクNIU）も加えた組織づくりに留意。

協議会構成員が従来から展開していた事業をベースに計画を組み立てたため、

円滑な検討が実現。農村福祉を支えるための収益事業は、地域外の企業との連携

（農村企業連携）を軸とした展開を構想。

◆取組にあたっての合意形成（１）（活動計画の策定、令和元年度）

協議会
の構成

◆農村企業連携（令和元年度）
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また、中長期的な視点として、誘致した企業の社員らが勢和地域を訪れ、

関わりを深める中で、交流・関係人口化することも重視。

なお、農村福祉の面では、ICT機器の活用を前提に、「子ども見守り（登下

校時の子どもの安全確保）」「高齢者見守り」等をテーマとして設定。

◆取組にあたっての合意形成②（活動計画の策定、令和元年度）

計画の
全体像

左記の課題解決に向けた検討、実証を図るため、農山漁村振興

交付金を活用。以下、主要な事業のメニューを提示。



⑤勢和はぐくみ協議会【三重県多気郡多気町勢和地域】

当時、駅等の公共の場においてデジタルサイネージの設置が進んでいたこ

と、デジタルサイネージのメーカー側からの営業があったことが背景。前掲

のモニターツアーの様子、地域のドローン空撮映像、獣害の様子等を組み合

わせて配信コンテンツを（一社）ふるさと屋が製作。

令和２年度、モニターツアー参加企業のうち、２社と具体的な企業連携に

向けた検討を実施。主に２つのテーマ（ダムインフラツアー/獣害対策）を検

討し、実証。なお、前年度製作した配信コンテンツはモニターツアーに参加

した企業が保有するデジタルサイネージで試験的に発信。新型コロナウイル

ス感染症感染拡大による企業側のワークスタイルが大きく変容（オフィス出

社からテレワークへの移行）したこともあり、企業内にデジタルサイネージ

を設置して映像を流す意味が次第に減退。また、デジタルサイネージはリー

ス契約で費用もかかり、維持していくのが大変だったことと、コロナ禍でス

マートフォンを持つ人が全世代的に増え、Wi-Fiも普及してきたので、情報発

信の媒体をYouTube（「せいわチャンネル」）等に変更。

【連携テーマ１：ダムインフラツアー】国内初となる国「登録記念物」・世界

「かんがい施設遺産」に登録された立梅用水について、用水の取水堰（ダム）で

ある「立梅井堰」に着目。発電用ダムの管理企業と連携したインフラツーリズム

による地域活性化事業について検討を実施。

集客に向けて、立梅井堰のダムカードを作成。配布は地域活性化を図るため、

地域拠点となっている「元丈の館」で観光客を対象に実施。配布に合わせてダム

カレーをふるさと屋と元丈の館が共同企画し、販売。またモニターツアーも企画

し、参加者は集まったが、コロナ禍で実施は断念。令和5年度に再度募集、三重

県外を中心に約40名が参加。

【連携テーマ２：獣害対策】獣害対策製品（捕獲用の檻や撮影用のビデオカメラ

等）を取り扱っている企業と連携。企業が地域住民らに対して機器の勉強会や使

い方の研修（現地２回、オンライン２回）を実施。その後、企業が自社製品をサ

ンプルとして地域へ提供（一部は協議会が購入）し、実証的に利用。カメラ（５

台）を罠と一緒に設置、なお、通信環境の確保については、カメラにSIMカード

を挿入して情報を受発信。

令和3年度は、前年度に学習、購入した捕

獲技術を活かし、捕獲した映像がスマート

フォンに届く仕組みを導入したことで、捕獲

効率の向上に寄与。捕獲した映像をスマート

フォンに送る情報通信技術は作業の軽減に寄

与。
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◆農村企業連携（令和２年度）

◆農村福祉事業（令和元〜３年度）◆農村企業連携（２） （令和２〜３年度 ）

新しい技術を使った取り組みは、地域で何回も報告会を行ったことで関心

が高まり、三重県内の獣害に強い地域として県から表彰。

農業は高齢化が進み、人材が不足しているため労働力が減少。Wi-Fiを活用

したネットワーク化や衛星画像の解析を農業に応用するなどのデジタル化を

進め、スマート農業を推進することは重要であるとの認識が地域において浸

透。

スマートフォンに送信された映像
（出典︓YouTube「せいわチャンネル」)

【子どもの見守り】本事業以前からふるさと屋のホームページにサルの発生状

況・位置を掲示。発生地点や位置情報をGIS（地理情報システム）でデータベー

ス化、住民や学校に知らせ、サルの追払いの強化、子どもの安全確保を展開。令

和元年度以降、農山漁村振興交付金を活用することでデータ更新の頻度を向上。

【高齢者の見守り】令和元年度、高齢者の見守りのため、独居老人のデータベー

スをGISで作成。データベース作成にあたり、当初は戸別訪問による情報収集を

想定していたが、コロナ禍により戸別訪問が難しくなり、火災報知器の点検など

で独居老人宅を訪問していた女性消防団に協力を仰ぎ、地域内の独居老人世帯を

把握。情報は地域で集め、GISのデータベース化は外部の事業者に委託。情報収

集も含めて外部に委託するよりもコストを低減。

【見守りに係るデータの統合】令和３年度、子どもと高齢者の見守りに係る情報

を一元化。本事業関係者限定で閲覧できる状態ではあるが、将来的に地域住民等

が関連情報を入力できる、地域オリジナルの地図作成を想定。

◆農村企業連携 （１）（令和２〜３年度）



⑥鞍居地区ふるさと村づくり協議会【兵庫県⾚穂郡上郡町鞍居地区】

○平成26年、「鞍居地区ふるさと村づくり協議会」が発⾜。コミュニティビジネスの開始、ふれあい喫茶の実施等、地域づくり活動が進展するも、
新たな担い⼿確保の必要性が顕在化。活動の持続性を⾼めるため、今後協議会として展開するべき事業の洗い出しが必要。

○「住⺠のつながりが希薄になりつつある」「地域に⼈がいない」といった問題を踏まえ、以下３つの課題解決に資する実証的な検討を実施。
（１）⼦どもの⾒守り（２）⾼齢者の⾒守り（３）コミュニティビジネスの効率化と活性化

取組前

【取組に⾄った背景・課題等】
・平成26年、鞍居地区ふるさ

と村づくり協議会を設立し、

一部住民等で取り組んでいた

モロヘイヤの栽培・加工を協

議会として取り組むことを開

始。

・協議会中心メンバーの高齢化

と固定化が進む一方、地域か

らの協議会への期待が大きく

なり、役員への負担が増。新

たな担い手確保の必要性が顕

在化。

・組織体制の再編を進めるにあ

たり、今後協議会として展開

するべき事業について検討。

＜３つの課題＞
課題１：子どもの見守り
課題２：高齢者の見守り
課題３：コミュニティビジネス

の効率化・活性化

取組内容
【活動計画の策定（Ｒ元年度）】
・組織再編並びに各種事業の試行に向けて、町から協議会

に振興交付金の活用を提案。具体的な検討に際し、協議

会構成員に加えて、委員公募を行った結果、子育て世代

を中心に7名が参加。

・地区全世帯を対象に、アンケートを実施し、左記の取組

課題が抽出。また、初期費用のみならず維持管理費用を

確保するため、モロヘイヤに係るコミュニティビジネス

の効率化・活性化もあわせて実施。

効果・成果
【地域主体による⼦どもの
⾒守り活動等の発展】
・令和４年度以降も活

動は継続、実施日数

も増加傾向。

・保護者が常時確認で

きるカメラを設置し

たが、利用率が低

かったため、次年度

以降は必要に応じて

スマートフォン等で

代用して発信する運

用に変更。

・見守りロボットの取

組は廃止となったが、

高齢者のスマート

フォン所持率が高ま

り、見守りに係るア

プリケーションの利

用者が増加。

国勢調査人口(R2)13,879人
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【⼦どもの⾒守り（Ｒ元〜３年度）】
・令和元年度、協議会の拠点（旧幼稚園）を放課後の見守り

を行う場所として開放。保護者がリアルタイムで教室の

様子が確認できるカメラを設置。

【⾼齢者の⾒守り（Ｒ２年度）】

・高齢者７世帯に見守りロボットを設置。通信環境（適切稼働に十分な通信速度、

通信量の確保困難）、ロボットの機能不足（方言への対応等）に起因する課題

が明らかとなり、大半の利用者は継続利用を断念。

【コミュニティビジネスの効率化・活性化（Ｒ２〜３年度）】
・都市部のNPO法人と連携、会計関連作業（発送書類の自動出力、顧客データの

デジタル化等）の自動化に係る検討、実証を実施。

⾒守りの様⼦

会議の様⼦



【工夫点①】検討メンバーの公募
・従来の協議会構成員に加え、ICT活用を行うことを

念頭に若い世代の巻き込みをねらい、委員公募を
行った結果、子育て世代を中心に7名が参加。

【工夫点②】地区全世帯対象のアンケート実施
・約450世帯を対象に、地域活性化に向けてイン

ターネットを活用することに係る意向等を把握。

⑥鞍居地区ふるさと村づくり協議会【兵庫県⾚穂郡上郡町鞍居地区】
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デジタル化の軌跡
＜地域主体による子どもの見守りの継続＞
・協議会に参加している方（子育て世代）を中

心に、地域住民（最年少は中学生）もボラ
ンティアとして運営に参加。コミュニティ
ビジネスの収益等を原資とした謝礼を支
払っており、継続的な活動体制を構築中。

＜企業との連携による地域資源活用の促進＞
・令和２年、上郡町と神戸市に本社がある民間
事業者が町と包括連携協定を締結。

・町、協議会とも連携、地区の耕作放棄地を活
用したモロヘイヤの栽培に着手。健康分野で
の研究、食品開発等を通して、上郡産モロヘ
イヤのＰＲを展開。令和３年には上記事業者
が地区内にモロヘイヤの洗浄・乾燥工場を設
置、雇用が創出。

＜地域主体による子どもの見守りの継続＞
・協議会に参加している方（子育て世代）を中

心に、地域住民（最年少は中学生）もボラ
ンティアとして運営に参加。コミュニティ
ビジネスの収益等を原資とした謝礼を支
払っており、継続的な活動体制を構築中。

＜企業との連携による地域資源活用の促進＞
・令和２年、上郡町と神戸市に本社がある民間
事業者が町と包括連携協定を締結。

・町、協議会とも連携、地区の耕作放棄地を活
用したモロヘイヤの栽培に着手。健康分野で
の研究、食品開発等を通して、上郡産モロヘ
イヤのＰＲを展開。令和３年には上記事業者
が地区内にモロヘイヤの洗浄・乾燥工場を設
置、雇用が創出。

地域のビジョン（今後の展望）

令和２年 令和３年 令和４年

以降

デジタル技術の活⽤に係る⼯夫・留意点
【担当者の声(上郡町産業振興課)】

◆事業期間終了後も持続できる体制・関係性の構築

・交付金等の事業期間終了後も継続的にシステムの

保守・更新ができる体制の確保、あるいは地域内

で対応できる人材等の育成を並行して行うことも

重要。

・交付金事業自体の制度設計も進化が必要。フォ

ローアップ（金銭的な支援は必須ではない）も含

めた期間設定があると、結果的には関係者間の連

携が強化され、実装支援にもつながるのではない

か。行政側も事業が継続していると、庁内外に対

して関与する大義名分が成立。

鞍居地区ふる

さと村づくり

協議会設立

平成26年

︵
農
⼭
漁
村
振
興
交
付
⾦
を
活
⽤
し
た
︶
事
業
の
開
始

令和元年

「放課後見守り教

室クライモモ」の

実証開始

移動通信システム第3.5世代 移動通信システム第5世代

◆各取組の詳細が気になる
方は次頁をチェック！

協議会としてコミュニティ

ビジネス（モロヘイヤ栽

培・加工）を開始。その他、

ふれあい喫茶（高齢者等の

交流）なども定期的に開催

活動計画の
策定

見守りロボットを試

験導入するも継続利

用は少数

協議会メン

バーの高齢

化・固定化

協議会の存在意義

は依然として高く、

体制・事業内容の

見直しが必要

地域主体によ

る子どもの見

守り継続、強

化

適切な通信環境

ロボットの機能

不足

会計関連作業を

自動化→保守・

更新が停滞

保守・管理を担う

個人・団体との関

係性構築が必要

⾒守りロボット

6次産業化の検討コミュニティビジネスの
展開
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取組前 ◆本事業に⾄った経緯（背景・地域課題）

鞍居地区は小学校の合併により、すべての小学生がスクールバスで学校に通学。

放課後も下校するバスが決まっていることから、学校で遊ぶことができない。家

族は必ず家で迎える必要があり、子育て上の負担。

令和元年度、協議会の拠点（旧幼稚園）を放課後の見守りを行う場所として開

放を開始。ICT機器（※）を活用しながら、地域で子どもの見守りを行う新たな

仕組みづくりを念頭に、試行しながら検討を深化。

（※）子どもが放課後子ども教室にいる間の様子を保護者が常時確認できるカメ

ラ（リース契約）を試験的に設置。

協議会に参加している方（子育て世代）を中心に、地域住民からもボランティ

ア（最年少は中学生）を募り、実証に向けた体制を整備。

令和２年度、「放課後見守り教室クライモモ」として本格実証を開始。コロナ

禍という事情もあり、夏休み限定で実施。オンラインを活用した遠隔での水族館

見学等、ICTを介した交流も実施。１日平均10名が利用。なお、設置したカメラ

は常時映像が視聴されているわけではなく、次年度以降、必要に応じてスマート

フォン等で代用し発信する方式に変更。

平成26年、鞍居地区連合自治会を母体とした鞍居地区ふるさと村づくり

協議会（以下、協議会）が設立。県の事業も活用し、一部住民等で取り組ん

でいたモロヘイヤの栽培・加工（コミュニティビジネス）を協議会として取

り組むことを開始。その他、ふれあい喫茶（高齢者等の交流機会）なども定

期的に開催。

一方で、協議会の中心メンバーの高齢化と固定化が進み、新たな担い手確

保の必要性が顕在化。協議会自体は、地域になくてはならない存在であり、

今後、事業を発展させるために組織体制のリニューアルが必要。

組織体制の再編を進めるにあたり、従来の事業を継続させるべきかも含め

て、今後協議会として展開するべき事業（対応するべき地域課題）の洗い出

しが必要。

取組内容

①活動計画の策定（令和元年度） ②⼦どもの⾒守り（令和元〜３年度）
③⾼齢者の⾒守り（令和２年度）
④コミュニティビジネスの効率化と活性化（令和２年度）

町から協議会に振興交付金の活用を提案。具体的な事業（計画）の検討は協議

会内に設置した「スマート定住事業部」を中心に実施。なお、協議会構成員に加

えて、ICT活用を行うことを念頭に置き、地域の若い年代（30～40代）の巻き

込みを意識し、公募を行った結果、子育て世代を中心に7名が参加。会議は対面

にて、平均月１回程度開催。計画策定に際し、地区全世帯（約450世帯）を対

象に、スマート定住・ICT活用をテーマとしたアンケートを実施。

◆取組にあたっての合意形成（１）（活動計画の策定、令和元年度）

協議会の構成

◆⼦どもの⾒守り（令和元〜３年度）
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アンケートの結果、「子どもの見守り」「高齢者の見守り」というテーマ

が抽出され、一般公募で参加した子育て世代の方を中心に、上記テーマの推

進に際しICT機器を活用して効率的に実施する必要性が共有。また、初期費用

のみならず運用に係る経費を確保するため、コミュニティビジネスの効率

化・活性化もあわせて実施。

◆取組にあたっての合意形成（２）（活動計画の策定、令和元年度）

左記の課題解決に向けた検討、実証を図るため、農山漁村振興

交付金を活用。以下、主要な事業のメニューを提示。
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令和３年度、児童生徒からの利用料を徴収することなく、活動を継続する

仕組みの検討を実施。運営に係るボランティアに対してはコミュニティビジ

ネスの収益等を原資とした、謝礼（300円）を支給。また、持続性を高める

ための人員の確保、適切なICT機器の導入検討も併せて実施。

令和４年度以降も活動は継続しており、実施日数も増加傾向。また、協議

会に参加している保護者から声があがり、補助金等を活用して、園庭の遊具

を新たに導入。
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◆⼦どもの⾒守り（令和元〜３年度）

◆コミュニティビジネスの効率化・活性化（令和２〜３年度）

地域で栽培、加工している特産物（モロヘイヤ）の販売について、ボトル

ネックとなっていた会計関連作業（発送書類の自動出力、顧客データのデジ

タル化等）の自動化を実施。

令和２年度、町からNPO法人サービスグラントを紹介し、ビジネス全体の

継続性を見直す中で、ボトルネックである会計関連作業の自動化をプロボノ

（職業上のスキルや経験を活かして取り組む社会貢献活動）の形式で検討、

実証。システムエンジニアの方がプロボノで発送書類の自動出力、顧客デー

タのデジタル化等に係るシステムを独自に開発。

令和３年度以降、会計担当者が活動から離脱したこと、事業期間が終了し

たため、システム開発を担った方との関係性が途絶えてしまったことによる

保守、更新等の停滞が重なり、自動化以前の状態に逆戻り。一方で、受発注

に係る情報の電子化自体の重要性は協議会内でも継続して共有。

トとコミュニケーションをとることが可能な７名（１名は、その時点で見守りは

必要としていない方を選び、ロボットを積極的に活用してもらい操作上の利点や

課題等を洗い出すことを主眼とした）のモニターを選定。

なお、以前に町に対して民間事業者から生活支援に係るICT機器（見守りロ

ボット等）の紹介があり、令和元年度の活動計画策定の議論を踏まえ、町から協

議会へ情報提供を行ったことが背景となり、見守りにロボットを活用。

実証の結果、ロボットを設置した世帯における通信環境（ロボットが適切に稼

働するために十分な通信速度、通信量の確保できない（山間部））、ロボットの

機能不足（利用者の話すスピード、方言への対応等）に起因する課題が見受けら

れ、ほとんどの利用者は継続利用を断念。一部の利用者はランニングコスト（通

信費等、４～５千円/月）を自ら負担して利用を継続したが、ロボットを提供し

ていた事業者が本年４月に事業から撤退したため、事実上廃止状態。

なお、一部のロボット利用者は、事業をきっかけに遠方で暮らす自分の家族ら

とのコミュニケーションが密になったという効果を確認。

◆⾼齢者の⾒守り（２）（令和２年度）

◆⾼齢者の⾒守り（１）（令和２年度）
高齢者の居場所づくりとしてふれあい喫茶を開催していたが、様々な理由

により、ふれあい喫茶を利用することができない高齢者の見守りが課題。

令和元年度、独居の方、家族らが遠方に住んでいる方を対象に見守りロ

ボット（インターネットに接続し、利用者が話しかけるとコミュニケーショ

ンをとることができる）を試験的に導入。協議会メンバーである民生委員と

連携し、ロボットがインターネットと接続していることが理解でき、ロボッ
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○デジタルトランスフォーメーション（DX）化の前提条件の達成と住⺠⾃⾝をエンパワメント（⼒をつける）する取組として、令和3年5⽉
に株式会社チェンジおよびKDDI株式会社と包括協定を締結し、⽇本で初めてスマートフォン普及率100%を⽬指す⾃治体宣⾔を⾏
い「村まるごとデジタル化事業（以下、まるごとデジタル）」を実施。

○事業の柱として「環境整備事業（スマートフォン普及）」及び「住⺠⽣活の質向上事業」を設定し、地⽅創⽣推進交付⾦事業、デジ
タル活⽤⽀援推進事業、集落⽀援員制度、地域おこし協⼒隊制度などを活⽤。

取組前
【取組に⾄った背景・課題等】

・人口減少や少子高齢化が進展

し、税収および地域の担い手

減少に対応するためにデジタ

ル化を通じた効率化を進める

ことが不可避。

・住民が取り残されることなく

デジタル技術を介したサービ

スを利用できる状態を作り出

すことが重要。

・「住民のエンパワメント（力

をつけること）」をキーワー

ドにスマートフォン普及率

100％を目指すことを目指し、

以下２つの課題を設定。

＜２つの課題＞

課題１：環境整備（スマート

フォン普及）

課題２：住民生活の質の向上

取組内容
【事業の企画・⽴案（Ｒ２年度）】
・村内におけるスマートフォン普及率の全量調査を実施。普及率は64.5％、ス

マートフォンを所持していない理由は「必要ない」「使い方がわからない」

「価格が高い」。

・調査結果を踏まえ、事業骨子を作成、村と共に事業の推進を担う外部事業を募る

プロポーザルを令和３年３月に実施（企業版ふるさと納税が主な財源）。複数

の携帯電話事業者とのネットワークを有し、デジタル化による地方創生の推進

を支援している(株)チェンジ（※）を選定（委託期間は令和４年３月末）。

効果・成果
【まるごとデジタルみらくる
プロジェクト】

・令和４年１月、ス

マートフォン普及率

が高まったことを受

けて、住民生活の質

向上に資する解決策

を有する又は創出し

ようとしている事業

者や団体のサービス

開発の実証事業展開

母体「まるごとデジ

タル」を開設。

・日高村の社会課題を

「お題」として、お

題解決に向けた実

証・事業化に関心を

有する企業とのマッ

チングを推進。令和

５年２月時点で26

社が事前登録済み。

国勢調査人口(R2)4,812人
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【体制構築・事業の実施（Ｒ３年度以降）】

・(株)チェンジおよびKDDI(株)と包括協

定を締結し、「村まるごとデジタル

化事業」を開始。環境整備事業（ス

マートフォン普及）と住民生活の質

の向上事業（健康、防災、情報分野

に着目）を２本柱とした。環境整備

事業ではアンケートで明らかになっ

たスマートフォンを所持していない

上位3つの理由に対応した取り組み

（詳細は後述）を適宜実施。

・事業の結果、スマートフォン普及率は着実に高まりを見せ、令和４年６月時点

で79.7％。10歳未満の子どもを除いた実質的な普及率は86.0％。

事業の全体像
（出典︓内閣府ＨＰ「企業版ふるさと納税

対象事業」）

（※）現：(株)チェンジホールディングス
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デジタル化の軌跡

令和２年

＜ソサエティ5.0＞
・最終的には地域のデ
ジタル化を進め公的
サービスの質の向上
を目指し、革新的な
サービスを提供でき
る基盤や環境を整備
し、ソサエティ5.0
社会に向けた準備を
完了することをミッ
ションとして設定。

＜ソサエティ5.0＞
・最終的には地域のデ
ジタル化を進め公的
サービスの質の向上
を目指し、革新的な
サービスを提供でき
る基盤や環境を整備
し、ソサエティ5.0
社会に向けた準備を
完了することをミッ
ションとして設定。

地域のビジョン
（今後の展望）

令和４年

以降

デジタル技術の活⽤に係る⼯夫・留意点
【担当者の声(日高村企画課)】

◆スタンスや考え方の提示（企業と連携する際の留意点）

・企業との連携を進めるにあたり、村として大事に

したい６つの共通価値観を提示。例えばデジタル技

術の活用に着手する際、「フルコースよりお茶漬

け」を大事にすることで、不釣り合いな先進技術で

はなく、ちょうどいい技術でコストも低く味変（地

域の状況に応じて調整）することが理想的。

・選択肢として一番効率的かつ安価であればデジタ

ル技術を活用することは望ましいが、デジタル技術

の活用自体は手段に過ぎない点に留意が必要。

スマートフォ

ン普及率の全

量調査を実施

【工夫点】企業版ふるさと納税の活用

・最初の半年は試行錯誤の連続。当初想定とは異なる

進め方を考える場面が多かったが、企業版ふるさと納

税を活用したことで、アジャイル的（短期間で検証と

改善を繰り返し、徐々に開発を進める方法）な展開が

可能。

移動通信システム第5世代

◆各取組の詳細が気になる方
は次頁をチェック！

令和３年

理由 考え⽅・対応⽅向性（令和3年度に実施したこと）

必要ない

スマートフォン未普及層は「デジタルディバイド層（特に70代、80
代の⾼齢者）」であり、そもそも情報弱者の⽅が多く、フィーチャー
フォン（いわゆるガラケー）が無くなることすら知らないため、⽇⾼
村を⼩さく分割（⾃治会単位）し、説明会やスマートフォン体
験会を実施。

使い⽅が
分からない

よろず相談所を設置し、いつでも困りごとが相談できるようにする
とともに、毎⽉３回程度スマートフォン教室を実施。令和３年度
は総務省のデジ活⽀援推進事業も活⽤し、住⺠の⽇常⽣活の
導線上で教室や相談会を並⾏して実施。

価格が⾼
い

価格を「初期費⽤」と「維持費⽤」に分類。前者はKDDI株式会
社の⾃社努⼒及び購⼊にかかる⾃⼰負担額を緩和するため地
域通貨で購⼊費⽀援を実施。後者は健康活動ポイントに応じ
て地域通貨に還元できる仕組みを導⼊。

◆スマートフォンを所持しない理由（全量調査結果）

企業版ふるさ

と納税を主な

財源として、

まるごとデジ

タルの事業骨

子を作成

【工夫点】共通価値感の提示

出典︓⽇⾼村「まるごとデジタル」HP

まるごとデジタルみら
くるプロジェクト始動事業者選定・

包括連携協定
の締結

住民生活の質の向
上事業の実施

環境整備事業
の実施
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取組前

社会的にDXの機運が加速しており、国もデジタル化を推進している。人口

減少や少子高齢化が進展し、2060年には2015年比で総人口が約30％にな

る見込みである日高村は、税収および地域の担い手減少に対応するために効

率化を進めることが避けられない状況。

一方で、DXの推進において、住民が取り残されることなくデジタル技術を

介したサービスを利用できる状態を作り出すことが前提条件。デジタル実装

としてシステムやアプリケーションを整備しても、そもそもパソコンやス

マートフォン、インターネットを使えない住民には利用することが困難。

そのため、「住民のエンパワメント（力をつけること）」をキーワードに

スマートフォンの普及を目指すこととなった。最終的には地域のデジタル化

を進め公的サービスの質の向上を目指す。

◆本事業に⾄った経緯（背景・地域課題）
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◆事業開始に向けた準備（１）（企画・⽴案）

令和２年５月、村内におけるスマートフォン普及率の全量調査を実施。調査

実施時点におけるスマートフォン普及率は64.5％であり、年齢が高くなるほ

ど普及率が低下する傾向がみられること、スマートフォンを所持していない理

由として「必要ない」「使い方がわからない」「価格が高い」が判明。

上記の調査結果を踏まえ、事業骨子を作成し、村と共に事業の推進を担う外

部事業を募るプロポーザルを令和３年３月に実施。事業者選定にあたっては、

スマートフォンの普及を図る場合、複数の携帯電話事業者との交渉・協議等が

想定されるため、事業全体の調整機能を発揮できるかに着目。プロポーザルの

結果、複数の携帯電話事業者とのネットワークを有し、デジタル化による地方

創生の推進を支援している株式会社チェンジ（現：株式会社チェンジホール

ディングス）を選定（委託期間は令和４年３月末）。なお、後述するように、

当初から本事業の仕組みを他の地方公共団体へ広げていくことを念頭に置いて

いたため、プロポーザルに係るプロセス（実施要領、審査要領、仕様書等）は

◆事業開始に向けた準備（２）（企画・⽴案）

村のホームページに公開。

本事業の予算は企業版ふるさと納税が主な財源。

なぜ日高村へ納税するのか、という理屈付けの観点

から、高知県内（あるいは四国地方）に基盤を持つ

企業よりも全国展開している企業（外資系企業含

む）の方が相性はよいのではないかと想定。

また、企業にとって、寄付したこと自体が金銭価

値以外の付加価値を得ることができる点にも着目、

企業版ふるさと納税を呼び掛けた結果、アデコグ

ループのエンジニア派遣会社Modisや四国銀行など

５社から令和２〜５年度累計で約２億円の寄付を獲

得。

村ＨＰにて事業プロセスを公開

取組内容

◆体制構築・事業の実施（１）

【実施体制・事業概要】令和３年５月、株式会社チェンジおよびKDDI株式会社と包

括協定を締結し、日本で初めてスマートフォン普及率100%を目指す自治体宣言

を行い「村まるごとデジタル化事業」を開始。村の体制は、企画課が窓口となり、

個別のトピック（防災、健康）に応じて必要な課と連携。環境整備事業（スマー

トフォン普及率向上）とデジタル化を活用した住民生活の質の向上事業（健康、

防災、情報分野に着目）が事業の２本柱。

スマートフォン普及率は着実に高まりを見せ、令和４年６月時点で79.7％。10

代に満たない子供をのぞいた実質的な普及率は86.0％。特に60代が90％、70代

が70％、80代が33％と高齢者の普及率が伸展。

【環境整備事業のポイント】

（１）スマートフォンが「必要ない」と思う層（説明会・スマートフォン体験会）

・自治会単位（全82自治会）で説明会やスマートフォン体験会を開催することで

スマートフォンの必要性や利便性に係る理解を醸成（令和３年度50か所以上、

令和４年度は35か所で説明会を実施）。

・「必要ない」と思っている層は、募集型の説明会やスマートフォン体験会へ訪

れないため、行政職員が地域へ出向いて説明会を実施。スマートフォンの「押

し売り」と受け取られないよう配慮し、行政職員のみで説明会を開催。
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◆体制構築・事業の実施（２）
【環境整備事業のポイント】

（２）「使い方が分からない」層（よろず相談所、スマートフォン教室）

・令和３年度に31回開催し、52名が参加。高齢者が高齢者に使い方を教え

るといった循環も生まれ、協力意向のある住民を集落支援員として採用。

当初、携帯電話の販売代理店が運営を担っていたが、今年度からは村の

直営に変更。

・70代以上の方はスクール（集合）形式の講習がなじまず、大勢の人と一

緒に学ぶ場を厭うケースも見受けられたため、地域の飲食店で個別に、

気軽に相談できる場づくりを実施。相談する場では、例えばお笑い芸人

を起用するなど、「学ぶ（教えてもらう）」感覚をいかに持たせないか

に配慮。

（３）「価格が高い」と思う層（購入費支援）

・初期費用について、KDDI 株式会社の自社努力及び購入にかかる自己負担

額を緩和するため地域通貨（株式会社トラストバンク＜株式会社チェン

ジの子会社＞が開発した地域通貨プラットフォームサービス「chiica」

と連携）で購入費支援を実施。

◆体制構築・事業の実施（３）
（３）「価格が高い」と思う層（購入費支援）

・具体的にはフィーチャーフォンからスマートフォンへの乗り換えた住民に対し

て、村内の買い物で使える地域通貨のポイントを付与した。購入支援の金額は、

３Ｇ回線からの乗り換えにかかる手数料、４Ｇ回線については独占禁止法の基

準に照らして引き下げられる最大限の金額をそれぞれ考慮して設定。

・購入費支援の対象は、オペレーションの問題でKDDI株式会社のみと設定。購入

費支援の条件（対象者）として「初めてスマートフォンを購入した（者）」と

したため、携帯電話事業者から購入履歴に係る情報の提供を受けることが必要

であり、全ての携帯電話事業者に打診したが、結果的に、オペレーションに対

応できたのはKDDI株式会社の１社。

・経済波及効果（域内循環）の観点からも、現金ではなく電子地域通貨での給付

に留意。地域の商業者にとってもメリットがある仕組み（電子地域通貨で買い

物をしてもらえれば売上につながる）のため、役場に代わって高齢者らにス

マートフォンのよさや使い方等を教えるといった副次的な効果も確認。

・維持費用について、「ポケットヘルスケア」（現在は登録受付を終了）という

既存の健康アプリを導入すれば、そのアプリが１カ月間に歩いた距離を算出。

◆体制構築・事業の実施（４）
（３）「価格が高い」と思う層（購入費支援）

・距離に応じたポイントを得ることで利用料に相当する金額を稼ぎ出せば、

ランニングコストは実質ゼロ円になり、健康維持へのモチベーションに

もなると想定して設計。新たにスマートフォンを持った高齢住民の多く

は月1,000円台のプランを契約、その利用料に対して、身体データの入

力や日々の歩数に応じて付与されるポイントで賄うことができる計算

（当時、厚生労働省が推奨する目標歩数1日8,000歩を実現すると40ポ

イント付与）。「健康活動を促進するためのインセンティブ（還元）」

という視点も持って、社会実験的な意図を含めて推進。また、自分の健

康づくり活動に対して還元された地域通貨によって、地域の活性化にも

つながることは「無意識の社会参加」となり、よいモチベーションとな

ると想定。

【住民生活の質の向上事業のポイント】「健康」「防災」「情報」の３分野

に関してスマートフォンを活用した取組を展開。単に、スマートフォン

を使えるための施策ではなく、必ず必要な機能として自分自身で命を守

るための取組を促進するものを選定。特に、健康事業では株式会社トラ

ストバンクの地域通貨サービスを利用し、健康活動を促進（上記参照）。

◆波及・派⽣効果（まるごとデジタルみらくるプロジェクト）
令和４年１月、スマートフォン普及率が高まったことを受け、「村まるごとデジ

タル化事業」を基盤としたデジタルインフラ（以下、本実証基盤）を活用、住民生

活の質向上に資する解決策を有する又は創出しようとしている事業者や団体のサー

ビス開発の実証事業展開母体「まるごとデジタル」を開設。

「まるごとデジタル」では、「まるごとデジタルみらくるプロジェクト」と題し企

業コンソーシアムとともに新たなサービス開発に着手。日高村の社会課題を「お

題」として、お題解決に向けた実証・事業化に関心を有する企業とのマッチングを

推進。募集仕様書の社会課題例として「スマート農業」「鳥獣被害対策」等を例示。

本年２月時点で26社が事前登録済み。事前登録後、各者とディスカッションを行

い、村が提示する６つの共通価値観（事業を推進する上での基本的なスタンスや考

え方）の理解が出来ているかを確認。なお、コンソーシアム組成にあたっては異業

種連携が難しいので、村が間に立って、仲立ちを実施。

プロジェクトの第１弾として、令和５年２月には村民向けに開発した健康アプリ

「まるけん」（ポケットヘルスケアに代わるアプリ）のサービスを開始。開発は、

県内企業のフォアフロントテクノロジー（本社：高知市）が担当（６社・団体での

コンソーシアム）。開発費用は1,600万円で、四国銀行による企業版ふるさと納税

の寄付金を活用。
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○地域唯⼀のスーパー撤退を契機に、地福ほほえみの郷運営協議会（後にNPO法⼈ほほえみの郷トイトイへ移⾏）を設置し、地域主
体による⽣活店舗と交流スペースの運営、移動販売等を展開。

○中⼭間地域で⾼齢者の暮らしを⽀えるNPOが抱える課題と、都⼼の⼤⼿企業が⾃社の強みを⽣かす新たな試みの⽅向性が合致し、
ICT技術を活⽤した実証調査（移動販売の効率化・利便性向上/草刈りの省⼒化等）を実施。

取組前

【取組に⾄った背景・課題等】
・平成22年に地域唯一のスー

パーが撤退したことを受け、

NPO法人ほほえみの郷トイト

イ（以下、NPO）を設立。

スーパーや地域交流拠点の運営、

移動販売等を展開。

・移動販売が地域の重要なイン

フラとなる中で、利用者の大半

が高齢者であり、連絡手段が電

話やFAXに限定されていたこ

とから、利用者のニーズへの即

応的な対応ができないことが課

題。

取組内容

【過疎地のNPOと⼤⼿企業との出会い (Ｒ２年度)】

・高齢化や過疎化に起因する問題に対するモビリティの可能性について検討を進

めていた株式会社アイシンから、当時NPOが行っていた「オンライン帰省

（※）」に着目して連携を打診。中山間地域でICT機器を用いて住民向けサービ

スを行っていることに加え、笑顔で暮らせる地域をつくるという活動コンセプト

への共感がキーポイント。

効果・成果
【NPOと企業の連携による
地域課題解決の技術・ノ
ウハウの蓄積】

お知らせライト試⾏の様⼦

【移動販売の効率化に向けた試⾏ (Ｒ３年度)】

国勢調査地区人口(R2)4,866人
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・利用者が自宅にいながらタブレットを通じて移動販売の

接近が視覚的に分かる仕組みと利用者がボタン一つで移

動販売の利用有無をNPOスタッフへ知らせる仕組み（お

知らせライト）を構築。移動販売車にGPSを搭載し、販

売ルートの現状把握等も実施。

・畦畔（農家）や校庭（児童）、リンゴ

園（障がい者）の草刈りについて、作業

負担の軽減や安全性の確保を目的として、

リモコン式電動草刈り機を試験的に導入。

【草刈り⾃動化に向けた試⾏ (Ｒ４年度)】

・移動販売における企
業のICTソリューショ
ン技術の地域への寄
り添い方（デジタル
リテラシーが低い高
齢者に対して視覚
的・感覚的な分かり
やすさを重視するこ
と等）を把握。

・企業との取組が地域
住民の意識の変化
（何か地域が変わる
かもしれない）に影
響。

【連携の広がり】
・電動草刈り機の試行

を通じて、農家では
メンテナンス等の課
題が残る一方、児童
や障がい者らも地域
活動の主体となり得
る可能性が拡大。

移動販売の様⼦

（※）タブレットで、コロナ禍で帰省できない都心の息子や娘、孫と
地域の高齢者をつなぐサービス

電動草刈り機の試験導⼊の様⼦
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デジタル化の軌跡

平成24年

＜地域課題にあった通信基盤の構築＞
・ LPWA（ ※ ） の 活 用 検 証 を 実 施 。

LPWAによる電波は、１～２キロの範
囲で良好に機能し、バッテリー搭載で
も十分使えることから、ロボット掃除
機のように農道を自走し音を出すこと
で害獣を追い払う、害獣の罠と携帯電
話を円滑に接続するシステムの開発等
が実現に近づくことを期待。

・インターネット回線を持たない高齢者
世帯が多いため、LPWAの活用によっ
てローカルエリアネットワークのよう
な地域限定の通信基盤を構築できる可
能性も想定。

＜地域課題にあった通信基盤の構築＞
・ LPWA（ ※ ） の 活 用 検 証 を 実 施 。

LPWAによる電波は、１～２キロの範
囲で良好に機能し、バッテリー搭載で
も十分使えることから、ロボット掃除
機のように農道を自走し音を出すこと
で害獣を追い払う、害獣の罠と携帯電
話を円滑に接続するシステムの開発等
が実現に近づくことを期待。

・インターネット回線を持たない高齢者
世帯が多いため、LPWAの活用によっ
てローカルエリアネットワークのよう
な地域限定の通信基盤を構築できる可
能性も想定。

地域のビジョン（今後の展望）

令和３年 令和４年

以降

デジタル技術の活⽤に係る⼯夫・留意点
【担当者の声(NPO事務局長、株式会社アイシン)】

◆実証を繰り返し技術の積み上げと地域理解の醸成へ

・従来の企業活動とは異なり、地域課題の解消に向けては、サー
ビスやツールの試験的な導入と、受益者からのフィードバック
を基にした修正とを繰り返す姿勢が重要。

・企業との連携で短期的な事業化が実現しなくとも、企業側には
地域課題解決に向けた商品やサービス開発の知見が蓄積される
ため、中長期的には地域課題に貢献する商品やサービス開発が
生まれる可能性。

・地域課題の解決を検討する際、行政の支援を前提とするのでは
なく、地域と企業が連携して課題解決に取り組む発想が重要。

・企業と連携する際は、相互協力的な関係を築くことが重要。進
むべき方向を共有した上で、企業が知見や技術を提供し、地域
が実験・検証を行う機会やフィールドを提供する関係構築はひ
とつの理想的な姿。

・エンドユーザー（特に高齢者）がデジタルを活用した機器や
サービス等を受容できるようになるためには、まずは実際に機
器やサービスに触れてもらい、高齢者に興味を持ってもらうこ
とが必要。

事
業
の
開
始

令和２年

【工夫点】NPOと地域の信頼関係の構築

・スーパーや地域交流拠点の再生、移動

販売の開始、総菜製造・販売等による

暮らしのインフラ整備やそれらに関連

した地域雇用創出等を通じて、NPOは

地域にとって不可欠な存在となり、信

頼関係も醸成。

・上記の信頼関係を下地として、地域外

の企業と地域の間に立ち、地域の事業

に対する理解促進や協力獲得に寄与。

移動通信システム第3.5世代 移動通信システム第5世代

◆各取組の詳細が気になる方は
次頁をチェック！

平成26年

株式会社アイシ

ンとの出会い

地福ほほえ

みの郷運営

協議会とし

て設立

NPO法人

ほほえみ

の郷トイ

トイ設立

独自のICT活用
「オンライン帰省」

コロナ禍での地域に密着

した丁寧な情報収集

再⽣したスーパー及び地域交流拠点

（※）省電力かつ長距離での
電波送受信が可能な通
信方式

移動販

売の業

務効率

化が課

題

地域の課題に寄り添った実
証の積み上げ（２）（重
労働な草刈りの省⼒化）

子どもらも使

いやすいリモ

コン式電動草

刈り機を試行
地域の空き家を活
用してサテライト
オフィスを設置

移動販売の利

用意向がわか

る「お知らせ

ライト」等を

試行

地域の課題に寄り添った実証
の積み上げ（１）(移動販売
の業務効率化、利便性向上)
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取組前

平成22年に地域唯一のスーパーが撤退し、住民の間で買い物への不安が

高まったことに加え、地域住民同士の交流拠点が失われたことによる地域

コミュニティの衰退が懸念。これらの問題に対応するため、平成24年に地

福ほほえみの郷運営協議会を設立、その後、平成26年にNPO法人ほほえ

みの郷トイトイ（以下、NPO）が地区の全世帯からの寄付を得て設立され、

笑顔で暮らせる地域をつくることを目指した「地福ほほえみの郷構想」を

策定し、スーパーの再生と地域の交流拠点の運営、総菜の製造・販売、移

動販売等を展開。

近年の業務課題の１つは移動販売における運用の効率化。現状では、利

用者（高齢者が中心）と連絡をとる手段が電話やファックスに限られるた

め、連絡の行き違いの発生、電話やファックスですぐに予定変更の連絡を

入れることが難しいこと等が原因で、移動販売で訪問しても利用者が不在

のケースもあり、利用者ニーズへの即応的な対応が困難、無駄なコストの

発生、商品の在庫管理への影響等が問題。

◆独⾃のICI活⽤「オンライン帰省」

◆株式会社アイシンとの出会い（令和２年度）

◆コロナ禍での地域に密着した丁寧な情報収集と課題の把握（令和２年度）

株式会社アイシンは、中部圏を拠点に置く自動車部品のグローバルサプライヤー。

高齢化や過疎化に起因する問題に対するモビリティの可能性や、ヒトを中心とした

技術開発に関心を抱いており、地域の課題解決に自社の技術を活かし、そこで暮ら

す高齢者の喜びや満足度向上につなげたいというアイデアを検討。

最初に企業からNPOへ連携を打診。NPOが連携先候補として注目されたきっか

けは、NPOが行っている「オンライン帰省（下記参照）」。中山間部でICT機器を

用いて住民向けサービスを行っている貴重な団体であるということに加え、笑顔で

暮らせる地域をつくるという活動コンセプトへの共感が連携に至ったキーポイント。

また、NPOが地域コミュニティの中心的な役割を担っており、企業と地域の調

整役としての機能が備わっていること、企業に頼るのではなく対等な関係性で共に

取り組む姿勢であったこと、短期的な成果を求められないこと（新たなサービスや

製品を生み出すためには、構想から開発まで５～10年程度必要）をNPOに理解し

てもらえたこと等も影響。

令和２年、ゴールデンウィークの帰省によるコロナウイルスの感染拡大

が懸念されることを受け、阿東地域の高齢者と離れて暮らす家族をビデオ

通話でつなぐ「オンライン帰省」を企画。ゴールデンウィーク期間中、阿

東地域の高齢者の家族で帰省を自粛する人を対象にビデオ通話サービスを

無料で提供。

NPOスタッフがタブレットを持っ

て高齢者宅を訪問。ビデオ会議のアプ

リを使い、離れた場所にいる家族と

20分程度の会話が可能。

また、食料品や日用品を届ける等の

要望にも実費で対応することで、高齢

者の孤立防止や家族の安心に寄与。

取組内容◆本事業に⾄った経緯（背景・地域課題）

NPOと株式会社アイシンの間で連携に係る方向性を検討し、株式会社アイシン

が「移動」に関係する知見・技術を有していることから、移動販売における課題

に着目して、どのような連携ができるか検討を推進。

コロナ禍以降、現地訪問が困難な状況が続いたため、打合せは原則オンライン

で実施。移動販売スタッフへのヒアリングもNPOが間に入り、オンラインにて実

施。また、解決すべき課題を把握するために、NPOのコーディネートのもと、株

式会社アイシンが移動販売車の運営スタッフから、利用者の満足度向上に向けて

現場で改善したいことを聴取。また、移動販売を利用している高齢者からも、普

段の買い物での困りごと等について意見を聴取。いずれもオンラインにて実施。

その結果、「利用者の不在状況が把握できるとよい」、「到着時間を知らせる

ことができるとよい」、「移動販売車に積む商品管理ができるとよい」など、さ

まざまな課題を把握・整理。令和２年12月には株式会社アイシンがはじめて地域

を訪問することができ、1週間ほどの滞在を通して、地域を肌で感じ、住民や高

齢者との交流等を通じて、現場感覚を養う機会が実現。
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◆地域の空き家を活⽤してサテライトオフィスを設置（令和３年度）

⑧NPO法⼈ほほえみの郷トイトイ【⼭⼝県⼭⼝市（阿東地域）】

コロナ禍において、都市部からの訪問や長期滞在が非常に厳しい状況下で、

空き家を活用してサテライトオフィスを設置し、常駐するというアイデアが

浮上。NPOが調整役となり、空き家オーナーとサテライトオフィス設置に

向けて交渉を行い、令和３年７月に、株式会社アイシンのサテライトオフィ

スが設置。これにより、株式会社アイシンの実証に向けた取組が加速すると

ともに、円滑な地域との連携が実現。

◆地域の課題に寄り添った実証の積み上げ（２）〜重労働な草刈りの省
⼒化（令和４年度）

◆地域の課題に寄り添った実証の積み上げ（１）〜移動販売の業務効率
化、利便性向上〜（令和３年度）
令和２年度の意見聴取等の結果を踏まえ、２つの試みを実施。第１に、利用者が

自宅にいながら、タブレット等を通じて移動販売の接近が分かる、利用者がボタン

一つで移動販売の利用有無をNPOスタッフへ知らせることができるといった仕組

みの構築 (お知らせライト)。５世帯を対象に実施し、概ね好意的な評価を把握。ま

た、特に耳が不自由な方にとっては、視覚的に情報を伝える仕組みが有効であるこ

とが副次的な成果として確認。

第２に、移動販売車にGPSを搭載し、ルートマップを作成。マップ作成を進め

ることで、移動販売車の移動ルートを把握でき、ルートの見直し等に活用できると

ともに、携帯電話の電波が入らないエリアも把握できるため、地域課題の解決に向

けた取組を進める中で、ICT機器の活用を検討する際の与条件整理にも活用が可能。

なお、一連の事業にかかる費用は、株式会社アイシンが開発経費として負担。

設置されたサテライトオフィス

稲作が盛んな阿東地域において、田んぼの畔草を刈るのが重労働であり、

草刈りができず農業をあきらめる方が増加。また、地域の学校では用務員

らがいない場合も多く、校庭等の草刈りを管理職の教員が担っているとい

う新たな課題を把握。

上記の課題解決に向けて、デジタル技術の活用を通じて作業負担を軽減、

効率化することを目指し、リモコン式電動草刈り機を試験的に導入。メン

テナンスの手間、人間と比べて草丈が残ってしまうといった課題を農家の

意見を通じて把握。一方で学校の校庭の草刈りについて、教員だけではな

く児童・生徒に使ってもらったところ、比較的安全かつゲーム感覚で操作

できることが面白いというような高評価を獲得。また、リンゴ園において

障害を持つ方に使用してもらったところ、同様に肯定的な評価を獲得。

人口減少に伴い担い手が不足している地域において、これまで担い手と

して注目されていなかった子どもや障がい者らが、地域活動の主体となり

得る可能性を把握。

◆令和４年度以降の変化

①地域内

地域課題の解決に向けた実証・実験が継続的に行われている状況が地域内でも

共有されており、今後の地域の将来について前向きな住民が増加傾向。

地域づくりにも熱心である地元のICT事業者（本業は携帯向けのサービスやア

プリケーションの開発等を展開）も参画し、各種実証の際に技術的な助言、支援

を株式会社アイシンと共に取り組んでいる等、ネットワークが拡大。

②地域外

株式会社アイシン内部においても、本取組の反響が大きく、他部署から問い合

わせが増え、社内活性化に寄与。また、東京支社が入居しているビル内の他事業

者からも、本取組に関わる情報発信を行うと、一定の反響を確認。

大手メーカー企業が地域に根差した法人と手を組む本取組は、企業による社会

貢献活動、CSV（社会的な課題に対し、自社の事業を通じて課題解決に取り組

むこと）等のモデルケースとして受け止められており、都市部の企業からの問い

合わせも増加。
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